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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第２期においては、平成15年６月20日付をもって１株を５株に株式分割しております。 

３ 第４期においては、平成16年11月19日付をもって１株を３株に株式分割しております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

５ 第１期においては、当社株式が非上場、非登録であり、株価の算定が困難なため、株価収益率を記載しておりません。 

６ 第２期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

７ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。 

８ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月

売上高 (千円) 5,789,635 8,038,901 10,565,025 14,897,159 18,390,167

経常利益 (千円) 488,743 812,534 1,621,267 2,070,138 1,878,411

当期純利益 (千円) 283,092 448,737 801,315 1,014,928 1,030,883

純資産額 (千円) 1,808,309 3,227,272 8,815,569 9,790,490 12,968,441

総資産額 (千円) 9,614,054 12,627,979 17,625,817 23,737,925 27,062,588

１株当たり純資産額 (円) 331,448.95 101,381.11 244,443.22 90,392.85 99,583.25

１株当たり当期純利益 (円) 51,860.64 14,986.80 23,320.29 8,946.12 9,567.89

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 18.8 25.6 50.0 41.2 39.6

自己資本利益率 (％) 15.7 17.8 13.3 10.9 10.0

株価収益率 (倍) ― 47.2 12.3 32.9 19.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,321,891 1,351,487 1,371,537 1,230,648 4,193,602

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △303,153 △2,412,805 △2,602,565 △5,755,913 △4,870,928

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 164,793 1,337,290 4,066,704 397,826 1,293,146

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 2,056,043 2,227,811 5,057,452 933,572 1,553,423

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名) 
136 
〔26〕

164
〔38〕

179
〔52〕

214 
〔66〕

229
〔87〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第２期においては、平成15年６月20日付をもって１株を５株に株式分割しております。 

３ 第２期の１株当たり配当額 4,000円は、上場記念配当 500円を含んでおります。 

４ 第４期においては、平成16年11月19日付をもって１株を３株に株式分割しております。 

５ 第４期の１株当たり配当額 1,800円は、新工場竣工記念配当 300円を含んでおります。 

６ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

７ 第１期においては、当社株式が非上場、非登録であり、株価の算定が困難なため、株価収益率を記載しておりません。 

８ 第２期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

９ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。 

10 従業員数は就業人員数を表示しております。 

  

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月

売上高 (千円) 5,789,635 8,057,604 9,105,464 13,420,780 16,213,763

経常利益 (千円) 505,044 878,139 781,885 1,199,951 1,236,859

当期純利益 (千円) 290,423 481,643 401,569 640,711 774,952

資本金 (千円) 820,525 1,231,075 3,729,025 3,729,025 3,729,025

発行済株式総数 (株) 5,460 31,500 36,000 108,000 108,000

純資産額 (千円) 1,934,826 3,398,161 8,589,691 9,082,178 9,653,452

総資産額 (千円) 8,861,792 10,296,910 14,515,971 19,440,239 21,939,609

１株当たり純資産額 (円) 354,638.58 106,813.37 238,154.25 83,818.96 89,597.56

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

13,000 

(―)

4,000

(―)

4,000

(―)

1,800 

(―)

1,900

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 53,203.57 16,187.45 11,139.46 5,473.05 7,192.53

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 21.8 33.0 59.2 46.7 44.0

自己資本利益率 (％) 15.0 18.1 6.7 7.3 8.3

株価収益率 (倍) ― 43.7 25.8 53.7 26.3

配当性向 (％) 24.4 24.7 35.9 32.9 26.4

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名) 
134 
〔26〕

140
〔38〕

142
〔51〕

149 
〔66〕

154
〔87〕



２ 【沿革】 

当社は、平成13年10月１日に株式会社写真化学のエレクトロニクス事業部門(現：大型総合フォトマスク事業、回路

検証支援ツール事業)に属する権利義務を承継し、会社分割により設立いたしました。 

この会社分割は、これまで多角的な事業展開を行ってきた株式会社写真化学が、各々の業界に対し機動的な事業運

営を行い、かつ事業特性を生かした経営に特化することで、各会社の企業価値を高めることを目的としたものであり

ます。 

  

 

  



当社の設立以後の事業内容の変遷は、以下のとおりであります。 

  

          

(参考) 

㈱写真化学における主要な事業内容の変遷について記載いたします。 

  

  

年月 事業内容

平成13年10月 ㈱写真化学のエレクトロニクス事業部門(大型総合フォトマスク事業、回路検証支援ツール事業)

を会社分割により独立させ、当社を設立。 

     資 本 金：820,525千円 

     本社所在地：京都市上京区 

平成14年５月 台湾に大型フォトマスクの製造・販売会社として、連結子会社「頂正科技股份有限公司」を設

立。 

     本社所在地：台湾台南科學工業園區 

平成14年９月 久御山事業所において「ＩＳＯ１４００１」認証取得。 

平成15年９月 日本証券業協会に店頭登録銘柄として登録。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取り消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年11月 韓国に大型フォトマスクの販売会社として、連結子会社「SKE KOREA CO.,LTD.」を設立。 

本社所在地：韓国忠南天安市 

年月 事業内容

明治初頭 石田才次郎(当社取締役会長石田敬輔の曾祖父)が銅版彫刻印刷を手掛け、石田旭山印刷所として

事業開始。 

昭和９年３月 石田旭山印刷㈱(現：㈱写真化学)を設立。 

昭和12年５月 ガラススクリーン研究部門を分離(昭和18年10月、法人化により大日本スクリーン製造㈱として

設立)。 

昭和39年３月 本店を移転(京都市上京区)。 

昭和45年５月 商号を㈱写真化学に変更。 

昭和46年９月 エレクトロニクス事業部門(現：当社事業)を新設。 

昭和56年12月 久御山事業所を開設。 

昭和63年３月 久御山事業所に新工場(現：当社大型総合フォトマスク事業)を増設。 

平成11年４月 電子事業部(現：当社大型総合フォトマスク事業)が「ISO9002(現・ISO9001)」認証取得。 

平成11年５月 システム機器事業部および電子デバイス事業部(現：当社回路検証支援ツール事業)が

「ISO9001」認証取得。 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社のほか、連結子会社の「頂正科技股份有限公司」(本社：台湾台南科學工業園區)及び「SKE 

KOREA CO.,LTD.」（本社：韓国忠南天安市） により構成されており、大型フォトマスクの設計・製造・販売、ならび

に回路検証支援ツールの開発・設計・製造・販売を主な事業内容としております。当社グループの事業内容は次のと

おりであります。 

なお、事業区分は事業の種類別セグメントと同一であります。 

  

(1) 大型総合フォトマスク事業〔当社、頂正科技股份有限公司およびSKE KOREA CO.,LTD.の事業〕 

大型総合フォトマスク事業は、主にパソコンや携帯電話、液晶テレビ等に使用される液晶パネルの製造過程で必

要な原版であるフォトマスクの設計・製造・販売を行っております。 

なお、フォトマスクとは液晶の制御回路および色を表現するカラーフィルターのパターンを基板に転写するため

に使われる原版で、新製品の開発や製造ラインの新設の際に必要となるものです。近年、大型化する液晶テレビ等

を安く作るために、そのフォトマスクもより大きなものが求められております。 

  

(2) 回路検証支援ツール事業〔当社事業〕 

回路検証支援ツール事業は、エレクトロニクス業界におけるＡＳＩＣやＳｏＣの開発等を、より早く実現するお

手伝いをする事業です。当社は回路検証支援ツールの開発・設計・製造・販売を通じて、製品の早期市場投入が求

められている半導体開発企業をバックアップしております。 

  

事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

  

(注) １ 頂正科技股份有限公司は特定子会社に該当いたします。 

２ 頂正科技股份有限公司については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める割合が10％を超

えております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む）であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は臨時従業員の年間の平均雇用人員であります。 

３ 全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものでありま

す。 

  

 (2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む)であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は臨時従業員の年間の平均雇用人員であります。 

３ 平均勤続年数については会社分割後の勤続年数であります。 

４ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好に推移しております。 

名称 住所 資本金
(百万円) 

主要な事業の
内容 

議決権の所有
(被所有)割合 
(％) 

関係内容 

(連結子会社)   

頂正科技股份有限公司 台湾台南科學工業園區 980,000千
新台湾ドル 

大型フォトマ
スクの製造・
販売 

58.49

大型フォトマスク用材料等
の販売 
経営指導念書 
役員の兼任３名 

(連結子会社) 
SKE KOREA CO.,LTD. 
  

韓国忠南天安市 50,000千
ウォン 

大型フォトマ
スクの販売 100.00

大型フォトマスクの販売 
債務保証 
役員の兼任１名 

主要な損益情報等 (1) 売上高 6,727,694千円

         (2) 経常利益 810,567千円

         (3) 当期純利益 700,056千円

         (4) 純資産額 5,391,616千円

         (5) 総資産額 7,800,159千円

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

大型総合フォトマスク事業 
192 
(79) 

回路検証支援ツール事業 
11 
( 2) 

全社(共通) 
26 
( 6) 

合計 
229 
(87) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

 154(87) 40.2 4.1 8,037



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度の当社グループの業績につきましては、当社主力事業であります大型総合フォトマスク事業

が、上半期は前期に引き続き大幅な増収を示したものの、下半期は海外液晶パネルメーカーで過剰在庫となった

液晶パネルを調整しようとする動きによりフォトマスク需要が減少したことと、フォトマスクメーカー間のコス

ト競争激化の影響による価格下落により、売上高は183億90百万円（前期比23.4％増）となりました。利益につき

ましては、営業利益は18億59百万円（前期比10.0％減)、経常利益は18億78百万円（前期比9.3％減)、当期純利益

は10億30百万円（前期比1.6％増）となり、前期に比べ増収とはなりましたが、営業利益・経常利益は減益とな

り、当期純利益については増益となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

（大型総合フォトマスク事業） 

当連結会計年度における液晶パネル業界は、上半期までは液晶テレビの旺盛な需要による市場拡大を背景に各

社業績は上向き、新パネルの開発や設備投資が積極的に実施されました。しかしながら、下半期に入り、2006年

６月にドイツで開催されたサッカーワールドカップによる液晶テレビの需要が想定を下回ったことなどにより、

海外液晶パネルメーカーを中心に過剰在庫の状態となりました。そのため液晶パネルの単価下落が起こり液晶パ

ネルメーカー各社の業績を圧迫したため、次期モデルの開発等が抑制されたことに起因して、全般的にフォトマ

スク需要が減少いたしました。また、フォトマスクメーカー間のコスト競争が激化してきており、フォトマスク

単価も想定以上に下落いたしました。 

このような状況の中、当社グループはお客様に対して品質・サービス面で差別化できるよう商品力の向上を目

指し、グループを挙げて取り組んでまいりました。生産面では、前期新設の久御山事業所新工場に第８世代ライ

ン用の多階調マスク（フォトマスクサイズ 1220mm×1400mm）が量産可能なレーザービーム描画装置（LRS15000-

TFT3）を２台増設し、技術開発を行うことで、高水準の品質を要求される製品についても安定的に製造できる技

術力、商品力に加え納期対応力についても飛躍的に向上いたしました。営業面では、技術力と生産能力拡大を背

景に、技術部門と一体となってお客様に対する技術提案等を行ってまいりました。 

地域別には、国内向け売上は、中小型液晶パネル用フォトマスクがほぼ堅調に推移したことにより、前期比

20.8％増の61億33百万円となりました。また海外向け売上は、上半期は好調に推移したものの、下半期は海外液

晶パネルメーカーの業績悪化等の影響を受け、需要が減少したため上半期に比べ減少し、通期では前期比25.9％

増の120億76百万円となりました。 

製品別には、TFT用フォトマスク売上が、通期では前期比42.8％増の94億84百万円と過去最高の売上を計上いた

しました。 



その結果、大型総合フォトマスク事業の売上高は182億10百万円（前期比24.1％増)、営業利益は22億51百万円

（前期比4.5％減）となりました。 

  

（回路検証支援ツール事業） 

当連結会計年度におけるLSI業界は、各社業績回復を背景に引き続きデジタル家電の開発が積極的に行われまし

た。 

このような状況の中、当社グループは年々大規模化、高速化ニーズが高まる画像・通信系半導体の開発期間を

短縮する高速実動評価システム“Accverinos（アキュベリノス)”のシリーズ製品の開発と拡販に引き続き取り組

んでまいりました。展示会への積極的な出展等により当社製品に対する認知度が向上したことに加え、半導体開

発をされているお客様からの再度のご発注等もいただけるなど当社製品への高い評価も得られました。しかしな

がら、当期はこのようなお客様からの評価を受注に繋げることができず、当初想定していたほどの成果を上げる

にいたりませんでした。 

その結果、回路検証支援ツール事業の売上高は１億79百万円（前期比21.5％減)、営業損失は１億35百万円（前

期は営業損失１億23百万円）となりました。 

  

また、所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（日本） 

主力事業の大型総合フォトマスク事業は、上半期は前年同期比で大幅な増収増益となりました。一方、下半期

はフォトマスク需要減少とフォトマスクメーカー間のコスト競争が激化したことにより上半期に比べ売上が減少

いたしましたが、中小型液晶パネル用フォトマスクが、ほぼ堅調に推移し、通期では前期に引き続き増収増益と

なりました。 

回路支援ツール事業は、当社グループの新しい柱にすべく事業拡大に取り組み、お客様より当社製品へ高い評

価を得ることができましたが、受注増に繋げるまでには至らず、減収減益となりました。 

その結果、売上高は162億13百万円（前期比20.8％増）、営業利益は12億３百万円（前期比12.2％増）となりま

した。 

  

（アジア） 

上半期は、液晶パネルメーカーの大型生産ライン稼動による液晶用大型フォトマスクの堅調な需要により大幅

な増収となりましたが、下半期は、液晶パネルメーカーによるパネル在庫過多により次期開発が抑制され、全般

的にフォトマスク需要が減少し、減収減益となりました。 

その結果、売上高は67億27百万円（前期比0.9%減）、営業利益は７億９百万円（前期比28.4％減）となりまし

た。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。) は、前連結会計年度末に比べ６億19百万円

増加し、15億53百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における営業活動の結果得られた資金は、41億93百万円（前期比29億62百万円増）となりました。

これは主に、税金等調整前当期純利益18億81百万円（前期比１億52百万円減）や、減価償却費28億85百万円（前期比

10億64百万円増）に加え、仕入債務の増加額７億36百万円（前期比６億42百万円減）等の増加要因が、売上債権の増

加額１億89百万円（前期比15億44百万円減）や、たな卸資産の増加額４億30百万円（前期比10億75百万円減）、法人

税等の支払額６億71百万円（前期比１億39百万円増）等の減少要因を上回ったことによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における投資活動の結果使用した資金は、48億70百万円（前期比８億84百万円減）となりました。

これは主に、有形固定資産の取得による支出48億36百万円（前期比８億59百万円減）等によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における財務活動の結果増加した資金は、12億93百万円（前期比８億95百万円増）となりました。

これは主に、短期借入金の純増額による収入15億10百万円（前期比17億円増）や、長期借入れによる収入21億90百万

円（前期比２億59百万円増）等の増加要因が、長期借入金の返済による支出13億63百万円（前期比６億18百万円増）

や長期設備未払金の返済による支出７億34百万円（前期比79百万円増）等の減少要因を上回ったことによるものであ

ります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前期比(％) 

大型総合フォトマスク事業 14,189,041 133.7

回路検証支援ツール事業 175,421 94.5

合計 14,364,463 133.1

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 前期比(％) 受注残高(千円) 前期比(％) 

大型総合フォトマスク事業 17,924,731 117.1 511,294 64.1

回路検証支援ツール事業 167,809 77.3 5,270 31.4

合計 18,092,540 116.5 516,564 63.4

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前期比(％) 

大型総合フォトマスク事業 18,210,848 124.1 

回路検証支援ツール事業 179,319 78.5 

合計 18,390,167 123.4 

相手先 

前連結会計年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

奇美電子股份有限公司 3,654,085 24.5 4,871,413 26.5

日本サムスン㈱ 3,132,470 21.0 4,757,835 25.9



３ 【対処すべき課題】 

当社グループの主力事業であります大型総合フォトマスク事業を取り巻く環境は、液晶パネルメーカーからのフ

ォトマスク価格の更なる引下げ要請や同業他社の台頭等による価格競争激化等、非常に厳しい状況下にあります。こ

のような状況の中、当社グループは、今後も継続的な成長を実現し、株主の皆様への利益還元を継続していくため、

「知恵と情熱による未来価値の創造に向かって」の新スローガンのもと、以下の３つの課題に取り組みます。 

  

大型総合フォトマスク事業の収益性向上 

大型総合フォトマスク事業においては、液晶パネルメーカーの設備投資の状況や生産動向等から受ける業績へ

の影響を最小限に抑えるため、またフォトマスク価格の引下げ要請や同業他社との価格競争に勝ち抜くため、生

産性の向上や材料調達コストの低減など収益性向上のための取り組みを強力に推進してまいります。 

  

商品力の更なる向上 

液晶パネルメーカーは、液晶テレビの大型化、高画質化、低コスト化を図るため、製造ラインへの設備投資を

進めており、それに伴いフォトマスクへの大型化、高精細化ニーズも高まってきております。当社グループは、

お客様のニーズに的確に対応するため、商品力の更なる向上により品質・サービス面での差別化を図ってまいり

ます。 

  

新事業の早期事業化 

大型総合フォトマスク事業は、今後も成長が見込まれる事業であると考えておりますが、長期的視点からは

徐々に成熟期に向かい、その成長率も鈍化していくものと考えております。今後も当社グループが継続的成長を

続けていくためには、より早いタイミングでの新たな収益の柱となる事業の構築が必要であります。新たな事業

の開発に関しては、社内における研究開発や外部技術の導入等幅広い視野で検討を行い、経営資源の重点的かつ

効率的投入を行うことで早期事業化を目指してまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当該有価証券報告書提出日現在において、当社グループが判断したもの

であります。 

  

１ 競合の状況について 

当社グループの売上の90％以上を占める大型総合フォトマスク事業において、その主要顧客は液晶パネルメー

カーであります。液晶パネル業界においては他方式のＦＰＤ製品との競合や液晶パネルメーカー間の技術競争、

開発競争、価格競争が激化しており、調達部材であるフォトマスクについても納期短縮圧力、コストダウン圧力

があり、競合他社との納期競争、価格競争の影響により、当社グループ業績が影響を受ける可能性があります。 

  

２ 技術革新に対する対応 

当社グループが属する業界は技術的な進歩が急速で、当社グループでは絶えず最先端の技術を開発するよう努

めておりますが、当社グループが業界と市場の変化を十分に予測できず、顧客のニーズに応えるための新技術を

開発できない場合には、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

３ 設備投資による影響 

大型総合フォトマスク事業の成長において設備投資の継続実施は不可欠なものであります。その際には、将来

の需要を予測し、これに見合った生産能力を実現できるよう設備投資を実施しておりますが、償却費負担等によ

り、あるいは当社グループの予測した需要の増加が得られないことによって業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

また、当該設備投資資金の調達のため有利子負債への依存度が高くなっております。当社グループの連結総資

産に対する有利子負債(割賦購入に係る設備未払金を含む)の比率は平成17年９月期末および平成18年９月期末に

おいて27.8％および31.0％となっております。当社グループでは今後も引き続き積極的な設備投資を行う予定で

あり、有利子負債依存度も当面このような水準で推移することが予想されますが、有利子負債額は営業キャッシ

ュ・フローの範囲内で十分返済可能な金額であると判断しております。なお、有利子負債の大部分は固定金利で

の調達でありますが、今後の金融情勢の変化等により当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

  

４ 少数取引先への依存について 

大型総合フォトマスク事業においては、主要顧客である液晶パネルメーカーや高品質な主材料を生産するメー

カーおよび生産設備メーカーが限られております。当社グループとこれらの取引先とは良好な関係を保っており

ますが、このような取引関係の維持が困難となった場合には、業績に影響が及ぶ可能性があります。 

  



５ 人材確保について 

当社グループの製品の開発、生産にあたっては、十分なノウハウ、知識、高度な技術が必要であり、優れた人

材が不可欠であります。そのため計画的な人材の採用と育成に取り組んでおりますが、優秀な人材を確保または

育成できなかった場合には、当社グループの将来の成長、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。また、当社

グループのノウハウ、技能が転職という形で社外流出する可能性もあります。 

  

６ 海外販売依存度について 

当社グループの海外売上高は平成17年９月期および平成18年９月期において9,589,410千円および12,076,861千

円（間接輸出を含む）となっており、連結売上高総額に対する割合はそれぞれ64.4％および65.7％となっており

ます。大型総合フォトマスク事業においては台湾、韓国等海外市場の拡大が進展し、海外企業への販売額も増加

することが予想されますが、現地での社会的あるいは経済的環境の変化によっては当社グループ業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

  

７ 為替変動の影響について 

当社グループにおける海外取引は円建てを基本としており、外国通貨の為替相場変動によるリスクは限定され

ております。しかし、今後の外貨建取引の拡大や海外の連結子会社の事業拡大に伴い、為替変動の影響を受ける

可能性があります。 

  

８ 新規事業開発について 

当社グループにおいては、将来の成長のため新規事業への参入を図ることが考えられます。その実行に当たっ

ては、十分な検討を行う方針でありますが、市場環境や顧客ニーズの変化により当初計画を達成できず、投資お

よび費用負担に見合う収益が得られない可能性があります。また、計画通りに推移する場合でも、立ち上げ期に

おいては投資および費用負担が過大になることも考えられます。それらの結果として、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。 

  

９ その他のリスクについて 

上記のリスクの他、当社グループが事業を遂行していく上において、他社と同様に、世界および日本の経済環

境や政治情勢、自然災害、戦争、テロ、疫病の流行、株式市場、法令などの変更、商品市況、雇用情勢などの影

響を受けます。それらの動向によっては、当社グループの財政状態および経営成績に悪影響をもたらす可能性が

あります。 

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  



６ 【研究開発活動】 

当社グループにおける研究開発活動は、当社グループの２つの事業部門が担当しており、当連結会計年度の事業の

種類別セグメントの研究開発活動は次のとおりであります。 

なお、当社グループの当連結会計年度における研究開発費の総額は、２億74百万円であります。 

  

（大型総合フォトマスク事業） 

(1) 研究開発の目的及び体制 

大型化、高精細化、高付加価値化が進む大型フォトマスクへの市場要求にタイムリーに対応するために、当社の

ソフト開発グループ及びプロセス開発グループが主体となり、連結子会社である頂正科技股份有限公司の研究開発

部門と連携し研究開発を進めております。 

  

(2) 研究開発のテーマ及び成果 

主に、テレビ用液晶パネル向けフォトマスクの大型化・高精細化ニーズにこたえるための開発に取り組んでおり

ます。第８世代液晶パネル用大型フォトマスクの開発に成功し、既に製品の安定供給を行っております。また、頂

正科技股份有限公司においても同水準の製品の生産技術を確立し製品供給を行っております。 

多階調マスクに関しては、第７世代液晶パネル用に引き続き第８世代液晶パネル用大型フォトマスクを開発し、

お客様への製品供給を行っております。 

今後も、多階調マスクを含め、更なる精度向上に取り組み、開発を継続していきます。 

なお、研究開発費の金額は１億61百万円であります。 

  

（回路検証支援ツール事業） 

(1) 研究の目的および体制および成果 

当事業では、最先端デジタル機器に使用される半導体の開発期間を短縮するために使用する検証ツールの開発を

行っております。研究開発体制は、当社の検証システム事業部の技術者を中心に推進しております。 

  (2) 研究開発のテーマ 

高速検証用プラットフォーム“Accverinos（アキュベリノス）” の汎用性や機能を高めるために様々な機能モジ

ュールの開発に取り組みました。その主な内容は、次のとおりであります。 

①半導体の回路規模に応じて、大規模向けの製品群および中規模向けの製品群をリリースし、既に販売実績をあ

げております。 

②高速性を高め、かつ大容量のFPGAとメモリを搭載した機能モジュールの開発およびそのメモリを高速に作動さ

せる回路の開発を行い、受注に繋がっております。 

③従来、カスタマイズ設計しておりましたテレビ信号関係のインタフェース回路を“Accverinos（アキュベリノ

ス）” の汎用性をより高めるため、最新のテレビ信号の入出力が可能なモジュールの開発を行いました。これ

により、半導体の開発期間をさらに短縮することが可能となりました。 

  



今後も、高速化と半導体の回路規模に合わせて自由に拡張が可能な、次世代検証システムの開発のための調査、研

究を行います。 

なお、研究開発費の金額は、85百万円であります。 

  

（新事業開発） 

当社グループでは、将来の成長のため大型総合フォトマスク事業、回路検証支援ツール事業に次ぐ新たな柱とな

る事業の構築を目指し、平成17年10月に事業開発室を設置し新規事業開発に向けた活動を行っております。 

当連結会計年度においては、３名の専門分野担当制により、将来技術や市場動向の調査とテーマの発掘を行いま

した。５年以内に新たな柱となりうる事業を開発するために、当社が保有する固有技術の深耕とそれを応用した商

品開発を進める一方、異業種への参入も視野に入れ、産学連携を強化、新規事業の開発を進めておりますが、実行

可能性や採算性等の調査の段階で、具体的な成果を挙げるには至っておりません。 

なお、研究開発費の金額は、28百万円であります。 

  

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

１.経営成績 

 (1) 売上高の状況 

 平成18年９月期の連結売上高は、前連結会計年度に比べて23.4％増加し183億90百万円となりました。これは当社

グループの主要事業である大型総合フォトマスク事業の売上高が前連結会計年度に比べて24.1％増と大幅に増加した

ことが主因となっております。顧客の地域別の売上高の内訳については、国内は63億13百万円と前連結会計年度に比

べて18.9%増加し、海外は120億76百万円（間接輸出を含む）と前連結会計年度に比べて25.9%増加しました。これに

より、国内外の比率は、国内が34.3％、海外が65.7％となりました。前連結会計年度は、国内が35.6％、海外が

64.4％であったため、海外売上の比率が1.3ポイント上昇したことになります。 

  

 (2) 利益の状況 

売上原価は、売上高の増加に伴い、前連結会計年度に比べ31.6％増加し144億４百万円となりましたが、売上高の

伸び率23.4％に比べ、増加率が31.6％と高く、売上総利益率は、前連結会計年度は26.6％であったのに対し、21.7％

と低下しております。また、販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べて12.6％増加し21億25百万円となりま

したが、売上高の伸び率に比べ増加率が低く、売上高に対する割合は、前連結会計年度は12.7％であったのに対し、

11.6％と低下しております。 

この結果、営業利益は前連結会計年度に比べて10.0％減少し18億59百万円となり、営業利益率は、前連結会計年度

を3.8ポイント下回り10.1％となりました。 

経常利益は、営業利益の減少に伴い、前連結会計年度に比べて9.3％減少し18億78百万円となりました。 

また、当連結会計年度は、当期純利益は前連結会計年度に比べて1.6％増益の10億30百万円となりました。 



１株当たり当期純利益は9,567円89銭となりました。前連結会計年度の１株当たり当期純利益は8,946円12銭であり

ますが、これと比較すると621円77銭の増加となります。 

総資本経常利益率は、前連結会計年度に比べて2.6ポイント低下し7.4％となり、自己資本当期純利益率（ROE）

は、前連結会計年度に比べて0.9ポイント低下し10.0％となりました。 

  

２．財政状態 

 資産の部については、現金及び預金が主として営業活動によるキャッシュ・フローの増加により前連結会計年度に

比べて66.4％増加し15億53百万円、受取手形及び売掛金が5.1％増加し57億36百万円、たな卸資産が17.0％増加し33

億４百万円となりました。これらの増加により、流動資産は前連結会計年度に比べて11.0％増加し109億60百万円と

なりました。固定資産は設備投資の実施に伴い有形固定資産が前連結会計年度に比べて15.9％増加したことが主たる

要因となり、前連結会計年度に比べて16.1％増加し161億２百万円となりました。総資産は前連結会計年度に比べて

14.0％増加し270億62百万円となりました。 

 負債の部については、支払手形及び買掛金が前連結会計年度に比べて22.3％増加し42億76百万円、短期借入金が前

連結会計年度に比べて145.1％増加し25億71百万円となったことなどにより、流動負債は前連結会計年度に比べて

21.1％増加し98億95百万円となりました。固定負債は長期借入金が前連結会計年度に比べて34.0％増加し31億77百万

円となる一方、長期設備未払金が前連結会計年度に比べ31.3％減少し９億33百万円となったことなどにより、前連結

会計年度に比べ10.7％増加し41億98百万円となりました。負債合計は、140億94百万円と前連結会計年度に比べて

17.8％の増加となりました。有利子負債依存度は、有利子負債残高が前連結会計年度に比べ17億77百万円増加し83億

87百万円となったことにより前連結会計年度に比べ3.2ポイント上昇し31.0％となりました。 

 純資産の部については、当期純利益の増加により利益剰余金が前連結会計年度に比べて36.7％増加し29億12百万円

となったことが主因となり、純資産合計は11億94百万円増加し129億68百万円となりました。自己資本比率は前連結

会計年度の41.2％から1.6ポイント減少し39.6％となりました。 

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、48億11百万円を実施しております。その内訳は次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

  

(注) １ 金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数欄の( )は臨時従業員数であり、外書しております。 

３ 「その他」の主な内容は、工具器具備品であります。 

  

(2) 在外子会社 

  

(注) １ 金額に消費税等は含まれておりません。 

２「その他」の主な内容は、設備前払金等の建設仮勘定です。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の
内容 

帳簿価額(単位：千円) 従業 
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

その他 合計 

久御山事業所 
(京都府久御山町) 

大型総合フォト
マスク事業 

フォトマスク
生産設備 

360,331 3,122,462 29,504 3,512,297 95(76)

東京営業所 
(東京都港区) 

大型総合フォト
マスク事業 

販売設備 570 － 398 968 4(3)

横浜R&Dセンター 
(神奈川県横浜市） 

回路検証支援
ツール事業 

管理設備 686 － 3,476 4,162 4(1)

本社 
(京都市上京区) 

大型総合フォト
マスク事業 
回路検証支援ツ
ール事業 
全社 

販売設備 
  
管理設備 

69,141 － 65,353 134,495 51(7)

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の
内容 

帳簿価額(単位：千円) 従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

その他 合計 

頂正科技股 
份有限公司 

本社工場 
(台湾台南科學 
工業園區) 

大型総合 
フォトマスク 
事業 

フォトマスク
生産設備 

2,701 401,748 749,046 1,153,495 75

SKE KOREA  
CO., LTD. 

本社 
(韓国忠南天安 
市) 

大型総合 
フォトマスク 
事業 

販売設備 － － 5,728 5,728 －



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年9月30日現在 

(注) １ 金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 現在休止中の設備はありません。 

３ 従業員数欄の( )は臨時従業員数であり、外書しております。 

４ 上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。 

  

  

(2) 在外子会社 

平成18年9月30日現在 

(注) １ 金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 現在休止中の設備はありません。 

３ 「その他」の主な内容は、工具器具備品であります。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(単位：千円) 従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

工具器具
及び備品 建設仮勘定 合計 

久御山事業所 
(京都府久御山町) 

大型総合フォト 
マスク事業 

フォトマスク 
生産設備 2,458,610 7,019,421

427,400
(3,702)

81,095 312 9,986,840 95(76)

東京営業所 
(東京都港区) 

大型総合フォト 
マスク事業 販売設備 1,703 －

―
(―)

1,617 － 3,320 4(3)

横浜R&Dセンター 
(神奈川県横浜市 
西区) 

回路検証支援 
ツール事業 管理設備 2,164 2,826

―
(―)

3,326 － 8,317 4(1)

本社 
(京都市上京区) 

大型総合フォト 
マスク事業 
回路検証支援 
ツール事業 
全社 

研究開発設備 
販売設備 
管理設備 
本社ビル 

189,789 149
477,351
(2,050)

67,981 14,328 749,599 51(7)

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
事業の種類別セグメントの

名称 
台数
（台） 

年間リース料
(千円) 

リース契約
残高 
(千円) 

久御山事業所 
(京都府久御山
町) 

フォトマス
ク生産設備
等 

大型総合フォトマスク事業 4 281,748 1,229,133

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの
名称 

設備の
内容 

帳簿価額(単位：千円) 従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

その他 合計 

頂正科技股
份有限公司 

本社工場 
(台湾台南科學
工業園區) 

大型総合フォ
トマスク事業 

フォトマスク
生産設備 

288,979 3,742,573 767,323 4,798,876 75

SKE KOREA  
CO., LTD. 

本社 
(韓国忠南天安 
市) 

大型総合 
フォトマスク 
事業 

販売設備 － 4,360 459 4,819 －



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

(注) 金額に消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の
内容 

投資予定額
（百万円） 

設備等の主な内容・目的 

提出会社 
久御山事業所(京都
府久御山町) 

大型総合フォトマ
スク事業 

フ ォ ト マ
ス ク 生 産
設備 

1,562
外観検査装置・寸法測定機・プ
ロセス装置の更新 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 当社は㈱写真化学のエレクトロニクス事業部門を承継し、会社分割により資本金820,525千円(分割計画書にて定められた

資本金)で設立いたしました。設立に際し、額面普通株式(１株の額面金額５万円)5,460株を発行いたしました。 

２ 株式分割 １：５ 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 327,600

計 327,600

種類 
事業年度末現在
発行数(株) 

(平成18年９月30日) 

提出日現在発行数(株)
(平成18年12月22日) 

上場証券取引所名
又は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 108,000 108,000
ジャスダック証券
取引所 

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら限
定の無い当社における
標準となる株式 

計 108,000 108,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成13年10月１日 
(注)１ 

5,460 5,460 820,525 820,525 812,696 812,696

平成15年６月20日 
(注)２ 

21,840 27,300 ― 820,525 ― 812,696

平成15年９月18日 
(注)３ 

4,200 31,500 410,550 1,231,075 644,070 1,456,766

平成16年６月９日 
(注)４ 

4,500 36,000 2,497,950 3,729,025 2,497,950 3,954,716

平成16年11月19日 
(注)５ 

72,000 108,000 ― 3,729,025 ― 3,954,716



３ 有償一般募集 

  (ブックビルディング方式) 

４ 有償一般募集 

  (ブックビルディング方式) 

５ 株式分割 １：３ 

  

(4) 【所有者別状況】 
平成18年９月30日現在 

(注)１ 自己株式が「個人その他」に257株および「端株の状況」に0.65株それぞれ含まれております。 

２ 証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が「その他の法人」に35株含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 
平成18年９月30日現在 

  

発行価格 270,000円

引受価額 251,100円

発行価額 195,500円

資本組入額 97,750円

発行価格 1,183,400円

引受価額 1,110,200円

発行価額 1,110,200円

資本組入額 555,100円

区分 

株式の状況

端株の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 16 29 108 19 2 8,645 8,819 ―

所有株式数 
(株) 

― 22,196 1,924 18,296 8,591 3 56,908 107,918 82

所有株式数 
の割合(％) 

― 20.57 1.78 16.95 7.96 0.00 52.74 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

石 田 敬 輔 京都府京都市北区西賀茂鹿ノ下町 9,071.50 8.40

株式会社写真化学 
京都府京都市中京区烏丸通二条下ル秋
野々町５１８番地 

7,055.00 6.53

株式会社京都銀行 
京都府京都市下京区烏丸通松原上る薬師
前町７００番地 

3,562.50 3.30

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 3,262.50 3.02

大日本スクリーン製造株式会社 
京都府京都市上京区堀川通寺之内上る
４丁目天神北町１番地－１ 

3,150.00 2.92

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 2,512.50 2.33

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２－１ 2,512.50 2.33

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６－６
日本生命証券管理部内 

2,512.50 2.33

富士火災海上保険株式会社 
大阪府大阪市中央区南船場１丁目１８－
１１ 

2,437.50 2.26

日本証券金融株式会社 
東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－１
０ 

2,279.00 2.11

計 ― 38,355.50 35.51



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注)１．「端株」欄の普通株式には、当社所有の自己株式0.65株が含まれております。 

   ２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が35株含まれておりますが、「議決権の

数」欄には、同機構名義の株式に係る議決権の数35個を含めておりません。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式） 
普通株式 257

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 107,661 107,626 同上 

端株 普通株式 82 ― 同上 

発行済株式総数 108,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 107,626 ― 

所有者の氏名又は名称等 所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社エスケーエレクト
ロニクス 

京都市上京区東堀川通リ一
条上ル竪富田町436番地の
２ 

257 ― 257 0.23

計 ― 257 ― 257 0.23



２ 【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  該当事項はありません。 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

  

  

    



３ 【配当政策】 

当社は、株主への利益還元を経営の重要課題の一つと考え、業績の変化を反映させつつ、株主の皆様に対して継続

的な利益配当の実施を基本方針としております。今後の事業拡大のための設備や研究開発投資に必要とする内部資金

の確保や将来の業績等を総合的に勘案しながら、配当を実施いたします。 

以上の基本方針に基づき、当期の配当金は、１株当たり1,900円の配当を実施することに決定いたしました。この結

果、当期の配当性向は26.4％となっております。 

内部留保資金につきましては、激しい技術革新に対応すべく、経営体質の一層の充実や今後の研究開発活動を中心

に積極的に活用していきたいと考えております。 

なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を当社定款において定めておりま

す。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注)１．株価は、平成16年12月12日以前は日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降はジャスダック証券取引所

におけるものであります。 

なお、平成15年９月18日をもって日本証券業協会に株式を登録いたしましたので、それ以前の株価については該当事項は

ありません。 

   ２．平成16年9月27日以降は株式分割（１：３）後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

最高(円) ― 830,000 1,660,000 382,000 478,000

最低(円) ― 640,000 269,000 222,000 176,000

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 446,000 402,000 344,000 338,000 296,000 258,000

最低(円) 366,000 303,000 273,000 211,000 201,000 176,000



５ 【役員の状況】 

  
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

取締役会長   石 田 敬 輔 昭和20年12月23日

昭和42年２月 石田旭山印刷株式会社(現株式会社写

真化学)取締役 

9,071.50

昭和50年４月 DS.AMERICA INC.副社長

昭和53年６月 株式会社写真化学代表取締役社長 
平成８年４月 同社代表取締役会長

平成12年４月 同社代表取締役会長兼社長(現任) 
平成13年10月 当社取締役会長(現任)

平成14年５月

平成17年６月

頂正科技股份有限公司董事(現任) 
株式会社堀場製作所監査役(現任) 

代表取締役 
社長   野 上 良 忠 昭和22年３月５日

昭和41年７月 進工業株式会社入社

166.50

昭和45年11月 株式会社写真化学入社

平成９年６月 同社取締役電子事業部長

平成13年１月 同社取締役エスケーエレクトロニク

スグループカンパニーファインテク

ノロジー事業部長 
平成13年10月 当社常務取締役事業部門担当 
平成14年５月 頂正科技股份有限公司董事

平成15年10月 当社専務取締役事業部門担当兼シス

テム開発部統括 
平成16年10月 当社専務取締役事業部門担当兼品質

保証部担当 
平成18年10月 当社代表取締役社長（現任） 

常務取締役 

営業本部長 
頂正科技股份 
有限公司董事長 
SKE KOREA CO., 
LTD.代表理事 

石 田 昌 德 昭和44年９月10日

平成４年４月 大日本スクリーン製造株式会社入社 

1,076.00

平成９年７月 株式会社写真化学入社

平成12年６月 同社取締役メディア関連新事業開発

担当 
平成13年１月 同社取締役エスケーエレクトロニク

スグループカンパニー営業担当 
平成13年10月 当社取締役国際部門担当兼国際部統

括 
平成14年５月 頂正科技股份有限公司董事長(現任) 
平成15年10月 当社常務取締役国際部門担当兼国際

部統括 
平成16年10月 当社常務取締役営業本部長兼国際営

業部統括（現任） 
平成17年11月 SKE  KOREA  CO.,LTD.代表理事（現

任） 
平成18年１月 当社常務取締役営業本部長（現任） 

取締役 
頂正科技股份有限

公司董事兼総経理

戦略購買担当 
古 田 一 臣 昭和24年11月20日

昭和49年４月 日本クロス工業株式会社(現ダイニ

ック株式会社)入社 

62.70

昭和53年12月 株式会社写真化学入社

平成８年４月 同社電子事業部副事業部長

平成12年７月 同社執行役員電子事業部技術担当 
平成13年１月 同社執行役員エスケーエレクトロニ

クスグループカンパニー海外事業担

当 
平成13年10月 当社取締役海外事業担当

平成14年５月 頂正科技股份有限公司董事兼総経理

（現任） 
平成18年10月 当社取締役戦略購買担当（現任） 

取締役 
総務・人材開発部

担当 
乙 志 利 明 昭和21年12月５日

昭和45年４月 株式会社京都銀行入行

8.00

平成13年３月 株式会社写真化学入社

平成13年７月 同社エスケーエレクトロニクスグル

ープカンパニー経理部統括 
平成13年10月 当社執行役員経理部統括

平成14年12月 当社取締役経理部統括

平成15年10月 当社取締役総務部担当兼経理部統括 
平成17年10月 当社取締役経理部担当兼人材開発部

担当兼経営戦略室担当 
平成18年10月 当社取締役経営戦略室担当兼総務・

人材開発部担当 
平成18年12月 当社取締役総務・人材開発部担当

（現任） 



  

(注) １ 常務取締役 石田昌德は、取締役会長 石田敬輔の実子であります。 

２ 監査役全員は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

取締役 
生産本部長 

兼新事業推進担当 
小 関 秀 夫 昭和25年６月24日

昭和55年10月 松下電器産業株式会社入社

9.00

平成14年７月 当社常務取締役付技術開発担当部長 
平成14年10月 当社執行役員ファインテクノロジー

事業所長 
平成16年10月 当社執行役員生産本部長

平成16年12月 当社取締役生産本部長

平成18年10月 当社取締役生産本部長兼新事業推進

担当（現任） 

取締役 経営戦略室担当 堀 内 秀 昭 昭和24年12月２日

昭和47年４月 日本生命保険相互会社入社 

1.00

平成７年３月 同社佐賀支社支社長 

平成９年３月 同社宮崎支社支社長 

平成12年３月 同社横浜北支社支社長 

平成14年３月 同社関連事業部担当部長 

平成16年12月 当社監査役 

平成18年12月 当社取締役経営戦略室担当（現任） 

取締役 
チーフ 

コーポレート 
アドバイザー 

小 谷 義 明 昭和18年９月21日

昭和42年３月 東洋電具製作所（現ローム株式会

社）入社 

150.50

平成２年７月 株式会社写真化学入社 

平成６年６月 同社取締役 

平成９年４月 同社常務取締役 

平成12年６月 同社専務取締役 
平成13年10月 当社代表取締役社長

平成18年10月 当社取締役チーフコーポレートアド

バイザー（現任） 

監査役 
(常勤監査役) 

  辻   庸 介 昭和18年８月15日

昭和41年３月 大日本スクリーン製造株式会社入社 

24.50

昭和53年２月 DS.AMERICA INC.副社長

昭和62年３月 Dainippon Screen(U.K.)Ltd. 取締役

社長 
平成２年６月 大日本スクリーン製造株式会社海外

営業部第三営業部長 
平成３年５月 同社秘書室長

平成13年４月 同社秘書室長兼広報室長

        平成14年12月 当社監査役(現任)   

監査役   榮 川 和 広 昭和30年11月１日

平成９年４月 大阪弁護士会登録

―
平成12年10月 中塚・榮川法律事務所開設

平成15年８月

平成18年12月

榮和法律事務所開設（現任） 
当社監査役（現任） 

監査役   堀  修 史 昭和34年12月21日

平成８年１月 京都司法書士会登録

―

平成８年１月 堀司法書士事務所開業

平成14年４月 堀司法書士合同事務所所長（現任） 
平成16年４月

  
平成17年６月

平成18年12月

LEC東京リーガルマインド大学教員

（現任） 
株式会社写真化学監査役（現任） 
当社監査役（現任） 

計 10,569.70



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 当社はコーポレート・ガバナンスの強化・充実が重要な経営課題の一つであり、株主・取引先・地域社会・従業員な
どの社内外のステークホルダーに対して、経営の透明性をより向上させるとともに、コンプライアンスを重視した経

営を実践することが、継続的に企業価値を高めていくために必要であると認識しております。当社経営理念「創造と

調和」には、「社会、自然そして人との調和を大切にしながら、社会の求める良い商品を創造していくことで、物質

的にも精神的にも豊かな社会の実現に寄与する」という想いが込められており、その実現に向けて取締役はじめ全社

一丸となって取り組んでおります。 

  

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

① 取締役・取締役会 

取締役の人数は８名であり、全員が社内取締役であります。取締役会は、法令、定款および取締役会規則に基づく事

項について審議、決議するとともに当社の経営全般に関する意思決定機関として位置づけ、原則月１回開催しておりま

す。なお、監査役は取締役会に出席し、経営の監視に努めております。 

  

② 監査役・監査役会 

監査役の人数は３名で、全員が社外監査役であり、うち１名が弁護士であり、また、同じく１名が司法書士であり

ます。監査役は、監査法人、内部監査グループと連携しつつ監査業務を遂行しております。監査役会は原則月1回開催

され、主として常勤監査役から監査業務に関する報告を行い、意見を交換しております。なお、重要な経営に関する

事項については社長および取締役から聴取し、意見を述べております。 

  

③ 内部監査 

内部監査グループを設け、専任担当者１名を配置しております。内部監査グループは社長の命を受け、業務および制

度の運用が適切に行われているか等を監査し、上期、下期に結果を報告しております。 

  

④ 弁護士・会計監査人等その他第三者の状況 

法律上・会計上の諸問題に対して、その必要性に応じて、顧問弁護士、国内の会計監査人および海外の会計監査人等

に相談を行い、助言・指導を求めております。 

なお、当社はみすず監査法人（旧中央青山監査法人）による監査を受けておりましたが、同監査法人の資格喪失に伴

い、平成18年７月10日付であずさ監査法人を一時会計監査人に選定いたしました。あずさ監査法人は平成18年12月22日

開催の第５期定時株主総会において会計監査人に選任されております。 

会計監査業務を執行した公認会計士、連続して監査に関与した期間および補助者の状況は下記のとおりであります。

会計監査業務を執行した公認会計士      当社継続監査年数 

 指定社員 業務執行社員  牧 美喜男     １年 

 指定社員 業務執行社員  山本 雅春     １年 

会計監査業務に係る補助者の構成 公認会計士４名、会計士補４名 



⑤ その他 

経営幹部会議として、経営会議、事業戦略会議、経営企画会議、新事業推進会議を設置し、月１回開催しておりま

す。経営会議では、経営の重要事項（基本方針、諸施策等）について審議、決定し、迅速な経営活動がなされるように

努めております。また、事業戦略会議では、営業戦略および事業戦略に関して、経営企画会議では管理部門系の経営課

題について、さらに、新事業推進会議では新事業に関する重要テーマについて、それぞれ具体的な方針や諸施策を審

議、決定するとともに、迅速な事業運営がなされるように努めております。 

  

 （会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要） 

  当社は社外取締役を選任しておりません。また、社外監査役は３名を選任しており、内、辻庸介氏は当社株式を

24.5株（持株比率0.02 ％）保有しております。同じく、榮川和広氏は当社との間に法律上の助言および法律事務処理

のための顧問契約を締結しております。また、同じく、堀修史氏と当社の間には、登記事務等の委託取引がありま

す。 

  

（リスク管理体制の整備の状況） 

当社では、社長直属の内部監査グループが損害発生を未然に防ぐため、子会社を含めた拠点にて監査を実施するこ

とでリスク最小化に向けた改善勧告を実施しております。なお、災害その他の事象が発生した際には、経営戦略室、

総務・人材開発部、リスク管理委員会が連携して迅速に対応できるような体制を構築しております。 

  

（役員報酬の内容） 

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬は次のとおりであります。 

取締役に対する報酬    169,780千円（当社には社外取締役はおりません。） 

監査役に対する報酬     34,820千円（全員が社外監査役であります。） 

上記報酬には、当事業年度に係る役員賞与の支払に対する引当金繰入額（取締役に対し44,500千円、監査役に対

し3,500千円）が含まれております。 

  

（監査報酬の内容） 

  公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬   

 あずさ監査法人              12,840千円 

      みすず監査法人（旧中央青山監査法人）    11,250千円 

   上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

  

  

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書きによ

り、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

また、前連結会計年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成17年10月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

ただし、当連結会計年度(平成17年10月１日から平成18年９月30日まで)は、「財務諸表等の監査証明に関する内

閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成18年４月26日 内閣府令第56号）附則第２項により、改正前の連結財

務諸表規則に基づいて作成している。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、第４期事業年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書きによ

り、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

また、第４期事業年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

５期事業年度(平成17年10月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

ただし、当事業年度(平成17年10月１日から平成18年９月30日まで)は、「財務諸表等の監査証明に関する内閣府

令等の一部を改正する内閣府令」（平成18年４月26日 内閣府令第56号）附則第２項により、改正前の財務諸表等

規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)及

び前事業年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)の連結財務諸表及び財務諸表については、みすず監査法

人（旧中央青山監査法人）により監査を受け、当連結会計年度(平成17年10月１日から平成18年９月30日まで)及び当

事業年度(平成17年10月１日から平成18年９月30日まで)の連結財務諸表及び財務諸表については、あずさ監査法人に

より監査を受けております。 

なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

第４期連結会計年度及び事業年度の連結財務諸表及び財務諸表 

みすず監査法人（旧中央青山監査法人） 

第５期連結会計年度及び事業年度の連結財務諸表及び財務諸表 

あずさ監査法人 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

              
  

  

  

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金 ※２  933,572 1,553,423  

 ２ 受取手形及び売掛金 ※５  5,458,465 5,736,123  

 ３ たな卸資産  2,823,507 3,304,883  

 ４ 繰延税金資産  165,601 83,065  

 ５ 未収消費税等  451,175 241,288  

 ６ その他  67,640 79,755  

   貸倒引当金  △29,879 △38,132  

   流動資産合計  9,870,082 41.6 10,960,407 40.5

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産 ※１     

  (1) 建物及び構築物 ※２  2,786,317 2,941,247  

  (2) 機械装置及び運搬具 ※２  8,722,694 10,769,330  

  (3) 土地 ※２  904,751 904,751  

  (4) 建設仮勘定  848,505 762,790  

  (5) その他  151,440 173,654  

   有形固定資産合計  13,413,709 56.5 15,551,774 57.5

 ２ 無形固定資産     

  (1) ソフトウェア  94,188 93,772  

  (2) その他  18,839 7,535  

   無形固定資産合計  113,028 0.5 101,308 0.4

 ３ 投資その他の資産     

  (1) 投資有価証券  204,234 287,626  

  (2) 長期貸付金  1,796 778  

  (3) 繰延税金資産  44,926 －  

  (4) その他  90,178 162,179  

    貸倒引当金  △30 △1,486  

   投資その他の資産合計  341,105 1.4 449,097 1.6

   固定資産合計  13,867,843 58.4 16,102,181 59.5

   資産合計  23,737,925 100.0 27,062,588 100.0

      



  

  
  
  

  

  

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

 １ 支払手形及び買掛金 ※５  3,496,943 4,276,422  

 ２ 短期借入金 ※２  1,049,475 2,571,820  

 ３ 一年以内返済予定の長期 
   借入金 

※２  1,119,109 1,197,398  

 ４ 未払金  96,084 113,815  

 ５ 未払費用  439,981 237,413  

 ６ 未払法人税等  399,983 185,322  

 ７ 役員賞与引当金  － 48,000  

 ８ 設備支払手形 ※５  717,787 560,503  

 ９ 一年以内返済予定の長期 
   設備未払金 

 712,037 506,741  

 10 繰延税金負債  14,075 －  

 11 その他  125,318 198,415  

   流動負債合計  8,170,797 34.4 9,895,853 36.6

Ⅱ 固定負債     

 １ 長期借入金 ※２  2,370,703 3,177,601  

 ２ 長期設備未払金  1,358,090 933,523  

 ３ 繰延税金負債  － 22,348  

 ４ その他  64,820 64,820  

   固定負債合計  3,793,613 16.0 4,198,293 15.5

   負債合計  11,964,410 50.4 14,094,146 52.1

      

(少数株主持分)     

  少数株主持分  1,983,024 8.4 － －

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  3,729,025 15.7 － －

Ⅱ 資本剰余金  3,954,782 16.6 － －

Ⅲ 利益剰余金  2,131,531 9.0 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金  43,955 0.2 － －

Ⅴ 為替換算調整勘定  △21,795 △0.1 － －

Ⅵ 自己株式 ※４  △47,008 △0.2 － －

   資本合計  9,790,490 41.2 － －

   負債、少数株主持分及び 
   資本合計 

 23,737,925 100.0 － －

      



  

  

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     － －   3,729,025 13.8 

２ 資本剰余金     － －   3,954,782 14.6 

３ 利益剰余金     － －   2,912,916 10.7 

４ 自己株式     － －   △48,579 △0.2 

株主資本合計     － －   10,548,144 38.9 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価 
  差額金 

    － －   86,790 0.3 

２ 為替換算調整勘定     － －   94,398 0.4 

評価・換算差額等合計     － －   181,188 0.7 

Ⅲ 少数株主持分     － －   2,239,108 8.3 

純資産合計     － －   12,968,441 47.9 

負債及び純資産合計     － －   27,062,588 100.0 

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  14,897,159 100.0 18,390,167 100.0

Ⅱ 売上原価  10,941,938 73.4 14,404,576 78.3

   売上総利益  3,955,221 26.6 3,985,590 21.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  1,888,387 12.7 2,125,711 11.6

   営業利益  2,066,833 13.9 1,859,879 10.1

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息 2,714 620    

 ２ 受取配当金 1,862 2,365    

 ３ 不動産賃貸収益 26,201 24,379    

 ４ 為替差益 85,530 74,981    

 ５ 貸倒引当金戻入益 － 25,968    

 ６ その他 30,079 146,387 1.0 52,536 180,852 1.0

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息 99,885 122,044    

 ２ 不動産賃貸原価 10,289 10,182    

 ３ 支払リース料 － 29,460    

 ４ その他 32,908 143,082 1.0 633 162,321 0.9

   経常利益  2,070,138 13.9 1,878,411 10.2

Ⅵ 特別利益     

 １ 補助金収入 ※３ － － － 30,000 30,000 0.1

Ⅶ 特別損失     

 １ 固定資産除却損 ※４ 34,593 27,374    

 ２ 会員権評価損 1,649 36,243 0.2 － 27,374 0.1

   税金等調整前当期純利益  2,033,894 13.7 1,881,036 10.2

   法人税、住民税 
   及び事業税 

656,304 452,598    

   法人税等調整額 △14,687 641,616 4.3 106,964 559,562 3.0

少数株主利益  377,349 2.6 290,589 1.6

   当期純利益  1,014,928 6.8 1,030,883 5.6

      



③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

    
前連結会計年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   3,954,782 3,954,782 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   3,954,782 

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   1,299,887 1,299,887 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 １ 当期純利益   1,014,928 1,014,928 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １ 配当金   143,666   

 ２ 役員賞与   36,000   

 ３ 従業員賞与   3,618 183,284 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   2,131,531 

      



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

(単位：千円) 

  

  
(注) 従業員特別賞与金は、連結子会社である頂正科技股份有限公司において発生したものであります。 

  

  

  

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年９月30日残高 3,729,025 3,954,782 2,131,531 △47,008 9,768,330 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当     △193,943   △193,943 

 利益処分による役員賞与     △51,000   △51,000 

 従業員特別賞与金     △4,555   △4,555 

 当期純利益     1,030,883   1,030,883 

 自己株式の取得       △1,571 △1,571 

 株主資本以外の項目の 

 連結会計年度中の変動額(純額) 
          

連結会計年度中の変動額合計 － － 781,384 △1,571 779,813 

平成18年９月30日残高 3,729,025 3,954,782 2,912,916 △48,579 10,548,144 

  

評価・換算差額等 
少数株主
持分 純資産合計 その他 

有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成17年９月30日残高 43,955 △21,795 22,159 1,983,024 11,773,514 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当         △193,943 

 利益処分による役員賞与         △51,000 

 従業員特別賞与金         △4,555 

 当期純利益         1,030,883 

 自己株式の取得         △1,571 

 株主資本以外の項目の 

 連結会計年度中の変動額(純額) 
42,835 116,193 159,028 256,084 415,113 

連結会計年度中の変動額合計 42,835 116,193 159,028 256,084 1,194,926 

平成18年９月30日残高 86,790 94,398 181,188 2,239,108 12,968,441 



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  
前連結会計年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

 １ 税金等調整前当期純利益 2,033,894 1,881,036

 ２ 減価償却費 1,821,108 2,885,160
 ３ 貸倒引当金の増加額 6,203 9,709
 ４ 役員賞与引当金の増加額 － 48,000
 ５ 退職給付引当金の減少額 △12,174 －

 ６ 役員退職慰労引当金の減少額 △54,680 －

 ７ 受取利息及び受取配当金 △4,576 △2,985

 ８ 支払利息 99,885 122,044

 ９ 固定資産除却損 34,593 27,374

 10 売上債権の増加額 △1,733,388 △189,012

 11 たな卸資産の増加額 △1,506,156 △430,879

 12 仕入債務の増加額 1,378,527 736,111

 13 未払金の増加額 38,566 9,942

  14  未収消費税等の増加額（減少額(△)) △451,175 209,886

 15 役員賞与の支払額 △36,000 △51,000

 16 その他 244,381 △267,470

   小計 1,859,011 4,987,918

 17 利息及び配当金の受取額 4,664 2,976

 18 利息の支払額 △100,508 △125,477

 19 法人税等の支払額 △532,519 △671,815

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,230,648 4,193,602

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

 １ 有形固定資産の取得による支出 △5,695,655 △4,836,516

 ２ 無形固定資産の取得による支出 △60,382 △40,887

 ３ 投資有価証券の取得による支出 － △11,400

 ４ 貸付金の回収による収入 1,018 1,018

 ５ その他  △893 16,857

   投資活動によるキャッシュ・フロー △5,755,913 △4,870,928

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

 １ 短期借入金の純増額（純減額(△)) △189,524 1,510,805

 ２ 長期借入れによる収入 1,930,379 2,190,000

 ３ 長期借入金の返済による支出 △745,239 △1,363,538

 ４ 長期設備未払金の返済による支出 △654,804 △734,704

 ５ 社債の償還による支出 △300,000 －

 ６ 少数株主からの払込による収入 593,999 －

 ７ 自己株式の取得による支出 △1,125 △1,571

 ８ 配当金の支払額 △143,666 △193,943

  ９ 少数株主への配当金の支払額 △92,193 △113,901

   財務活動によるキャッシュ・フロー 397,826 1,293,146

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 3,558 4,030

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(減少額(△)) △4,123,880 619,851

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,057,452 933,572

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 933,572 1,553,423



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１ 連結の範囲に関する事項  連結子会社は、頂正科技股份有限公

司の１社であります。 

 連結子会社は、頂正科技股份有限公

司とSKE KOREA CO.,LTD.の２社であり

ます。 

 なお、SKE KOREA CO.,LTD.は新規設

立出資により当連結会計年度中に連結

子会社となったものであります。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社及び関連会社がありま

せんので持分法は適用しておりませ

ん。 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 頂正科技股份有限公司の決算日は12

月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、

連結決算日現在で実施した仮決算に基

づく財務諸表を使用しております。 

        同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

    

  ① 有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 

   連結会計年度末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定しており

ます。) 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

   連結会計年度末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却

原価は総平均法により算定してお

ります。) 

   時価のないもの 

   総平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

      

  ② デリバティブ取引に

より生ずる債権及び

債務 

時価法 同左 

      

  ③ たな卸資産 製品・仕掛品 

 当社および連結子会社は個別法によ

る原価法を採用しております。 

製品・仕掛品 

同左 

  原材料・貯蔵品 

 大型総合フォトマスク事業 

  当社および連結子会社は月別総平

均法による原価法を採用しており

ます。 

原材料・貯蔵品 

 大型総合フォトマスク事業 

同左 

   回路検証支援ツール事業 

  先入先出法による原価法を採用し

ております。 

 回路検証支援ツール事業 

同左 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却方法 

    

① 有形固定資産  当社は定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属設備は除く)につ

いては、定額法を採用しております。 

 また、連結子会社は定額法を採用し

ております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物及び構築物     10～50年 

  機械装置及び運搬具   4～11年 

  

同左 

  ② 無形固定資産  当社および連結子会社は定額法を採

用しております。 

 なお、自社利用ソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を、また、販売用

ソフトウェアについては、見込販売収

益に基づく償却額と見込販売可能期間

(３年)に基づく均等配分額とを比較

し、いずれか大きい額を計上する方法

を採用しております。 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準     

  ① 貸倒引当金  当社および連結子会社は債権の貸倒

による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

同左 

  

   ② 役員賞与引当金 

  

  

  

――― 

  

  

役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため支給見込み額に基づき計上

しております。 

  

(会計方針の変更） 

役員賞与については、従来、利益処

分により利益剰余金の減少として処理

しておりましたが、当連結会計年度か

ら「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用し、発生した会計期間の費

用として処理しております。 

これにより、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益は48,000千

円減少しております。 

      



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

③ 退職給付引当金 

  

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき計上 

しております。 

  

同左 

  

  

  

(会計方針の変更) 

当連結会計年度より「『退職給付に

係る会計基準』の一部改正」（企業会

計基準第３号 平成17年３月16日）及

び「『退職給付に係る会計基準』の一

部改正に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第７号 平成17年３月16

日）を適用しております。 

なお、当連結会計年度において、当

社では、年金資産が退職給付債務を上

回っているため、前払年金費用として

投資その他の資産の「その他」に計上

しております。 

これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は56,557千円

増加しております。 

  

   ④ 役員退職慰労引当金 

  

――― 

（追加情報） 

平成16年12月17日の株主総会におい

て、役員退職慰労金制度の廃止および

同総会までの在任期間に係る退職慰労

金を退任時に支給することを決定した

ことに伴い、退職慰労金相当額を固定

負債の「その他」に振り替えておりま

す。 

  

――― 

  

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結会計年

度末日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産及

び負債は、連結会計年度末日の直物為

替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は、期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は資本の部における為

替換算調整勘定に含めております。 

外貨建金銭債権債務は、連結会計年

度末日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産及

び負債は、連結会計年度末日の直物為

替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は、期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定に含めております。 

  

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

  

  

  

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

  



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

  

① ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たしている金利

スワップについては特例処理を行って

おります。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）金利スワップ 

（ヘッジ対象）変動金利の借入金利息

③ ヘッジ方針 

 市場変動相場に伴うリスクの軽減を

目的として利用する方針であります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する

重要な条件が同一であり、かつ相場変

動またはキャッシュ・フロー変動リス

クを完全に相殺するものと想定される

ため、有効性の判定は省略しておりま

す。 

  

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

③ ヘッジ方針 

同左 

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

      

(7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定については、5年間の

均等償却を行っております。 

 ただし、金額に重要性が乏しい場合

には、発生年度に一括償却しておりま

す。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書における利益処分

については、連結会計年度中において

確定した利益処分に基づいて処理して

おります。 

――― 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、要求払預金及び取得日から３

ヶ月以内に満期日又は償還日の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期的な投資から

なっております。 

同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

前連結会計年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

  

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する注記） 
当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年
12月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指
針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 
従来の資本の部の合計に相当する金額は10,729,332

千円であります。 

前連結会計年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

（連結貸借対照表） 

１ 前連結会計年度まで流動資産の「その他」に含めて

表示しておりました「未収消費税等」は、金額的重要

性が増したため、区分掲記しております。なお、前連

結会計年度における「未収消費税等」は65,035千円で

あります。 

  

――― 

２ 前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて

表示しておりました「設備支払手形」は、金額的重要

性が増したため、区分掲記しております。なお、前連

結会計年度における「設備支払手形」は65,673千円で

あります。 

  

――― 

  

  

（連結損益計算書） 

前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含め

て表示しておりました「支払リース料」は、金額的重

要性が増したため、区分掲記しております。なお、前

連結会計年度における「支払リース料」は9,820千円で

あります。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「未収消費税等の増加額」は、金額的重要性が増した

ため、区分掲記しております。なお、前連結会計年度

における「未収消費税等の増加額」は△65,035千円で

あります。 

――― 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
平成17年９月30日 

当連結会計年度
平成18年９月30日 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

7,698,672千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

10,533,472千円 

    

※２ 担保に供している資産 

 (担保に供している資産) 

上記( )内は、工場財団を組成している金額でありま

す。 

現金及び預金 10,230千円 (     ―     )

建物及び構築物 1,040,946千円 ( 584,668千円)

機械装置及び 
運搬具 

1,337,509千円 ( 325,184千円)

土地 645,351千円 ( 645,351千円)

計 3,034,036千円(1,555,204千円)

※２ 担保資産 

 (担保に供している資産) 

上記( )内は、工場財団を組成している金額でありま

す。 

現金及び預金 10,680千円 (     ―     )

建物及び構築物 980,997千円 ( 535,432千円)

機械装置及び
運搬具 

1,014,989千円 ( 202,023千円)

土地 645,351千円 ( 645,351千円)

計 2,652,018千円(1,382,807千円)

    

 (担保設定の原因となる債務) 

 上記( )内は、担保に供されている工場財団資産に対

応する債務の金額であります。 

短期借入金 815,000千円(  815,000千円)

長期借入金 3,489,813千円(2,132,820千円)

(１年以内返済予定分を1,119,109千円含む)

計 4,304,813千円(2,947,820千円)

 (担保設定の原因となる債務) 

 上記( )内は、担保に供されている工場財団資産に対

応する債務の金額であります。 

短期借入金 2,060,000千円(2,060,000千円)

長期借入金 4,374,999千円(3,302,530千円)

(１年以内返済予定分を1,197,398千円含む)

計 6,434,999千円(5,362,530千円)

    

※３ 発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 108,000株 

※３         ――― 

    

※４ 自己株式の種類及び数 

 普通株式 253.75株 

※４         ――― 

  

※５ 期末日満期手形の会計処理 

  連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。 

  なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会計

年度末残高に含まれております。 

受取手形      9,166千円 

支払手形    1,036,268千円 

設備支払手形    72,107千円 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費 

   販売費及び一般管理費のうち主要な費目及びその

金額は次のとおりであります。 

役員報酬 141,330千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,710千円

従業員給料手当 510,816千円

旅費交通費 124,423千円

支払手数料 258,324千円

研究開発費 284,840千円

減価償却費 73,601千円

貸倒引当金繰入額 6,203千円

※１ 販売費及び一般管理費 

   販売費及び一般管理費のうち主要な費目及びその

金額は次のとおりであります。 

役員報酬 156,600千円

役員賞与引当金繰入額 48,000千円

従業員給料手当 495,611千円

旅費交通費 146,958千円

支払手数料 362,371千円

研究開発費 274,777千円

減価償却費 79,495千円

貸倒引当金繰入額 35,678千円

    

※２ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費は、284,840千

円であります。 

※２ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費は、274,777千

円であります。 

    

※３         ――― 
  

※３ 特別利益における補助金収入は、久御山事業所の
設備投資に対するものであります。 

  

※４ 特別損失における固定資産除却損の内訳は次のと

おりであります。 

建物及び構築物 30,412千円

機械装置及び運搬具 1,318千円

ソフトウエア 1,888千円

その他 973千円

合計 34,593千円

※４ 特別損失における固定資産除却損の内訳は次のと

おりであります。 

建物及び構築物 8,309千円

機械装置及び運搬具 8,026千円

工具器具備品 11,039千円

合計 27,374千円



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 端株の買取りによる増加   3.9株 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

株式の種類 前連結会計年度末(株) 増加(株) 減少(株) 当連結会計年度末(株)

普通株式 108,000 ― ― 108,000 

株式の種類 前連結会計年度末(株) 増加(株) 減少(株) 当連結会計年度末(株)

普通株式 253.75 3.9 ― 257.65 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年12月22日 
定時株主総会 

普通株式 193,943 1,800 平成17年９月30日 平成17年12月26日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年12月22日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 204,710 1,900 平成18年９月30日 平成18年12月25日

前連結会計年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

※１ 現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在)

現金及び預金勘定 933,572千円

現金及び現金同等物 933,572千円

※１ 現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年９月30日現在)

現金及び預金勘定 1,553,423千円

現金及び現金同等物 1,553,423千円

    

２ 重要な非資金取引の内容 

   当連結会計年度に、新たに計上した割賦購入取引

に係る資産及び負債の額はそれぞれ1,661,100千円

であります。 

２ 重要な非資金取引の内容 

   当連結会計年度に、新たに計上した割賦購入取引

に係る資産及び負債の額はそれぞれ104,842千円で

あります。 



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および連結会計年度末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および連結会計年度末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

連結会計
年度末残高
相当額 
(千円) 

機械装置及び 
運搬具 

1,366,300 442,605 923,694

その他 
(工具器具備品) 

3,950 2,830 1,119

合計 1,370,250 445,436 924,813

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

連結会計 
年度末残高 
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

1,823,300 696,741 1,126,558

    

 (2) 未経過リース料連結会計年度末残高相当額 

１年以内 256,783千円

１年超 719,606千円

合計 976,390千円

 (2) 未経過リース料連結会計年度末残高相当額 

１年以内 590,546千円

１年超 638,587千円

合計 1,229,133千円

    

 (3) 支払リース料および減価償却費相当額および支払

利息相当額 

支払リース料 262,534千円

減価償却費相当額 230,205千円

支払利息相当額 36,873千円

 (3) 支払リース料および減価償却費相当額および支払

利息相当額 

支払リース料 281,748千円

減価償却費相当額 254,135千円

支払利息相当額 34,304千円

    

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

    

 (5) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

同左 

    

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 2,242千円

１年超 1,122千円

合計 3,364千円

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

  

(減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。 

  

１年以内 1,121千円

１年超 －千円

合計 1,121千円



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

(注)  取得原価は減損処理後の帳簿価額であります。 

当該株式の減損にあたっては、当社及び連結子会社におきまして、下記の合理的な社内基準をもちまして減損処理を行って

おります。 

  

２ その他有価証券で時価評価されていないもの 

(単位：千円) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  種類 

前連結会計年度(平成17年９月30日) 当連結会計年度(平成18年９月30日) 

取得原価 
(千円) 

連結貸借対
照表計上額 
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

連結貸借対 
照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

株式 130,359 204,234 73,874 130,359 276,226 145,866

小計 130,359 204,234 73,874 130,359 276,226 145,866

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

株式 ― ― ― ― ― ―

小計 ― ― ― ― ― ―

合計 130,359 204,234 73,874 130,359 276,226 145,866

時価の下落率が50％以上の場合 減損処理を行う。

時価の下落率が30％以上50％未満の場合 
決算日前１年間において、継続して30％以上の下落率の
あるものについては、減損処理を行う。 

時価の下落率が30％未満の場合 減損処理は行わない。

  

連結貸借対照表計上額

前連結会計年度 
（平成17年 9月30日） 

当連結会計年度
（平成18年 9月30日） 

その他有価証券 
非上場株式 

  
 ――― 11,400 

合   計 ――― 11,400



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

  

前連結会計年度(自平成16年10月１日 至平成17年９月30日) 

ヘッジ会計を適用していないデリバティブ取引はないため、注記を省略しております。 

  

当連結会計年度(自平成17年10月１日 至平成18年９月30日) 

ヘッジ会計を適用していないデリバティブ取引はないため、注記を省略しております。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１ 取引の内容 

  金利スワップ取引を利用しております。 

  なお、利用しているデリバティブ取引には投機目的

のものはありません。 

１ 取引の内容 

同左 

２ 取引に対する取組方針 

  市場変動相場に伴うリスクの軽減を目的として利用

する方針であります。 

２ 取引に対する取組方針 

同左 

３ 取引の利用目的 

  金利スワップ取引は今後想定される金利変動に備え

るため、限定取引額の変動金利を固定化する目的で行

っております。 

なお、当連結会計年度においては、ヘッジ会計の要

件を満たす金利スワップのみ行っており、会計処理

は、特例処理によっております。 

なお、へッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッ

ジ有効性の評価方法等については、「連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項４.(6)」に記載して

おります。 

３ 取引の利用目的 

同左 

  

  

４ 取引に係るリスクの内容 

市場金利を固定金利に交換した金利スワップ取引

は、市場金利の変動によるリスクを有しております。 

なお、デリバティブ取引の契約先はいずれも信用度

の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行に

よるリスクはほとんどないと認識しております。 

４ 取引に係るリスクの内容 

同左 

５ 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の実行及び管理は「社内管理規

定」に従い、経理担当部署に集中しております。実行

に際しては、経理担当部署において経理担当役員の承

認後これを行うこととし、経理部内では常にデリバテ

ィブ取引の残高状況、評価損益状況を把握し、経理担

当役員は月ごとの定例取締役会に報告することとなっ

ております。 

５ 取引に係るリスク管理体制 

同左 



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、退職金制度の全部について、適格退職年金制度を採用しております。なお、連

結子会社については確定拠出型年金制度を採用しております。 

  

２ 退職給付債務およびその内訳 

  

(注) 当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用の内訳 

  

(注) 前連結会計年度の勤務費用には連結子会社の年金掛金拠出額3,355千円が含まれており、当連結会計年度の勤務費用には連結

子会社の年金掛金拠出額8,760千円が含まれております。 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成18年９月30日) 

(1) 退職給付債務 △383,342千円  △416,468千円

(2) 年金資産 408,228千円  473,025千円

(3) 未認識年金資産 △24,886千円  △56,557千円

(4) 退職給付引当金(1)+(2)+(3) －千円  －千円

  
前連結会計年度 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

勤務費用 32,181千円 52,715千円 



(税効果会計関係) 

  

  

前へ     

前連結会計年度
(平成17年９月30日) 

当連結会計年度
(平成18年９月30日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (1) 流動の部    

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (1) 流動の部    

繰延税金資産 繰延税金資産 

賞与引当金          90,956千円 賞与引当金          23,922千円 

未払事業税          30,162千円 未払事業税          15,354千円 

貸倒引当金          12,113千円 貸倒引当金            8,173千円 

子会社留保利益にかかる税効果△53,836千円 連結子会社留保利益にかかる 
△41,458千円 

その他              86,205千円 税効果 

繰延税金資産合計       165,601千円 その他              90,228千円 

繰延税金負債 繰延税金資産合計        96,220千円 

未実現為替差益          14,075千円 繰延税金負債 

    繰延税金負債合計        14,075千円 未実現為替差益          13,155千円 

    繰延税金負債合計        13,155千円 

  繰延税金資産の純額      83,065千円 

  

 (2) 固定の部 

   繰延税金資産 

役員退職慰労金        21,149千円 

減価償却損金算入限度超過額  20,317千円 

その他             53,775千円 

繰延税金資産合計        95,242千円 

   繰延税金負債 

分割一時差異         20,396千円 

その他有価証券評価差額     29,919千円 

繰延税金負債合計       50,315千円 

繰延税金資産の純額      44,926千円 

  

 (2) 固定の部 

   繰延税金資産 

役員退職慰労金        21,149千円 

減価償却損金算入限度超過額  11,070千円 

その他               47,810千円 

繰延税金資産合計        80,029千円 

   繰延税金負債 

分割一時差異         20,396千円 

その他有価証券評価差額     59,076千円 

前払年金費用                22,905千円 

繰延税金負債合計       102,378千円 

繰延税金負債の純額      22,348千円 

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

連結財務諸表提出会社の法定実効税率  40.5％ 

交際費等永久に損金算入されない項目    0.5％ 

住民税均等割               0.5％ 

子会社税率差異等           △14.6％ 

子会社留保利益            0.7％ 
過年度法人税等            1.9％ 

受取配当金の連結消去         2.7％ 

その他               △0.5％ 

税効果適用後の法人税等の負担率       31.5％ 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

連結財務諸表提出会社の法定実効税率  40.5％ 

交際費等永久に損金算入されない項目    0.5％ 

住民税均等割               0.5％ 

連結子会社税率差異等         △11.6％ 

連結子会社留保利益         △0.7％ 
過年度法人税等           △2.1％ 

受取配当金の連結消去         3.5％ 

その他               △0.9％ 

税効果適用後の法人税等の負担率       29.7％ 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 大型総合フォトマスク事業……表示素子用フォトマスク、ハイブリットＩＣ用フォトマスク、エッチング用フォトマス

ク、各種ゲージ用フォトマスクの設計・製造 

(2) 回路検証支援ツール事業………回路設計、パターン設計、プリント基板製造、各種テストボード開発・製造 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、168,010千円であり、その主なものは、当社

の管理部門等に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,851,318千円であり、その主なものは、当社での余資運用

資金(現金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門、賃貸部門に係る資産等であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
大型総合 
フォトマスク 
事業(千円) 

回路検証支援
ツール事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 

14,668,728 228,430 14,897,159 ― 14,897,159

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

― ― ― ― ―

計 14,668,728 228,430 14,897,159 ― 14,897,159

営業費用 12,310,006 352,308 12,662,315 168,010 12,830,325

営業利益又は 
営業損失(△) 

2,358,721 △123,877 2,234,843 (168,010) 2,066,833

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
  資本的支出 

    

資産 21,730,172 156,434 21,886,606 1,851,318 23,737,925

減価償却費 1,757,541 7,969 1,765,510 55,597 1,821,108

資本的支出 8,099,590 2,049 8,101,639 22,575 8,124,214



当連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 大型総合フォトマスク事業……表示素子用フォトマスク、ハイブリットＩＣ用フォトマスク、エッチング用フォトマス

ク、各種ゲージ用フォトマスクの設計・製造 

(2) 回路検証支援ツール事業………回路検証用プロトタイピングプラットフォーム、各種機能モジュールの開発・製造、回

路設計サービス 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、255,792千円であり、その主なものは、当社

の管理部門等に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,321,723千円であり、その主なものは、当社での余資運用

資金(現金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門、賃貸部門に係る資産等であります。 

  

  
大型総合 
フォトマスク 
事業(千円) 

回路検証支援
ツール事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 

18,210,848 179,319 18,390,167 － 18,390,167

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

－ － － － －

計 18,210,848 179,319 18,390,167 － 18,390,167

営業費用 15,959,436 315,059 16,274,495 255,792 16,530,288

営業利益又は 
営業損失(△) 

2,251,411 △135,740 2,115,671 (255,792) 1,859,879

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
  資本的支出 

    

資産 24,565,410 175,454 24,740,864 2,321,723 27,062,588

減価償却費 2,834,709 5,492 2,840,201 44,958 2,885,160

資本的支出 4,672,489 9,773 4,682,263 128,884 4,811,147



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

 (2) 各区分に属する主な国又は地域……アジア：台湾 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、168,010千円であり、その主なものは、当社

の管理部門等に係る費用であります。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,851,318千円であり、その主なものは、当社での余資運用

資金(現金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門、賃貸部門に係る資産等であります。 

当連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

 (2) 各区分に属する主な国又は地域……アジア：台湾 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、255,792千円であり、その主なものは、当社

の管理部門等に係る費用であります。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,321,723千円であり、その主なものは、当社での余資運用

資金(現金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門、賃貸部門に係る資産等であります。 

  
日本 
(千円) 

アジア
(千円) 

計
(千円) 

消去
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 

9,274,702 5,622,456 14,897,159 ― 14,897,159

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

4,146,078 1,167,994 5,314,072 (5,314,072) ―

計 13,420,780 6,790,450 20,211,231 (5,314,072) 14,897,159

営業費用 12,348,412 5,799,669 18,148,082 (5,317,756) 12,830,325

営業利益 1,072,368 990,781 2,063,149 3,684 2,066,833

Ⅱ 資産 17,653,872 7,629,890 25,283,763 (1,545,837) 23,737,925

  
日本 
(千円) 

アジア
(千円) 

計
(千円) 

消去
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 

11,914,538 6,475,629 18,390,167 － 18,390,167

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

4,299,225 252,065 4,551,290 (4,551,290) －

計 16,213,763 6,727,694 22,941,457 (4,551,290) 18,390,167

営業費用 15,010,405 6,017,948 21,028,353 (4,498,064) 16,530,288

営業利益 1,203,358 709,746 1,913,104   (53,225) 1,859,879

Ⅱ 資産 20,008,492 7,423,216 27,431,709 (369,120) 27,062,588



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……台湾、韓国、シンガポール 

(2) その他……イタリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

４ 上記には、間接輸出高3,132,470千円は含まれておりません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……台湾、韓国、中国、シンガポール 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

４ 上記には、間接輸出高4,785,872千円は含まれておりません。 

  

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

  アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(千円) 6,455,740 1,200 6,456,940 

Ⅱ 連結売上高(千円)   14,897,159 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

43.3 0.0 43.3 

  アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(千円) 7,290,989 － 7,290,989 

Ⅱ 連結売上高(千円)   18,390,167 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

39.6 － 39.6 



(１株当たり情報) 

  

  

(注) 算定上の基礎 

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後の１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

  

前連結会計年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

前連結会計年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１株当たり純資産額 90,392円85銭

１株当たり当期純利益 8,946円12銭

１株当たり純資産額 99,583円25銭

１株当たり当期純利益 9,567円89銭

    

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

当社は平成16年11月19日付で普通株式１株につき３株

の株式分割を行っております。当該株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の前連結会計年度における１株

当たり情報については、以下のとおりであります。 

  

１株当たり純資産額           81,481円07銭 

１株当たり当期純利益                7,773円43銭 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１株当たり当期純利益  

当期純利益(千円) 1,014,928 1,030,883

  普通株主に帰属しない金額(千円) 51,000 ―

   (うち利益処分による役員賞与金) (千円) (51,000) (―)

  普通株式に係る当期純利益(千円) 963,928 1,030,883

  普通株式の期中平均株式数(株) 107,748 107,744



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。

  

３ 長期割賦未払金は連結貸借対照表の長期設備未払金及び１年以内返済予定の長期設備未払金に含めて表示しております。

４ 長期割賦未払金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりでありま

す。 

  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 1,049,475 2,571,820 0.919 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,119,109 1,197,398 1.287 ― 

長期借入金 
(１年以内に返済予定のものを除く。) 

2,370,703 3,177,601 1.296
平成19年10月31日～
平成23年９月30日 

１年以内に返済予定の長期割賦未払金 712,037 506,741 1.590 ― 

長期割賦未払金 
(１年以内に返済予定のものを除く。) 

1,358,090 933,523 2.016
平成19年10月５日～
平成23年９月30日 

合計 6,609,415 8,387,085 ― ― 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

1,149,512 1,119,146 681,412 227,530 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

338,374 345,752 247,661 1,734



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  
第４期

(平成17年９月30日) 
第５期 

(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金  868,620 1,162,817  

 ２ 受取手形 ※８  167,452 85,449  

 ３ 売掛金 ※１  4,317,901 4,983,774  

 ４ 製品  3,434 －  

 ５ 原材料  1,561,123 1,827,843  

 ６ 仕掛品  167,183 171,708  

 ７ 貯蔵品  41,483 92,083  

 ８ 前払費用  34,533 46,777  

 ９ 繰延税金資産  169,468 84,239  

  10 未収消費税等  451,175 241,288  

 11 その他  185,540 35,192  

   貸倒引当金  △37,000 △43,000  

   流動資産合計  7,930,917 40.8 8,688,174 39.6

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産 ※２     

  (1) 建物 ※３  2,452,869 2,600,316  

  (2) 構築物  49,828 51,951  

  (3) 機械及び装置 ※３  4,747,104 7,022,247  

  (4) 車両運搬具  149 149  

  (5) 工具器具備品  132,573 154,021  

  (6) 土地 ※３  904,751 904,751  

  (7) 建設仮勘定  845,820 14,641  

   有形固定資産合計  9,133,097 47.0 10,748,078 49.0

 ２ 無形固定資産     

  (1) ソフトウェア  94,188 93,772  

   無形固定資産合計  94,188 0.5 93,772 0.4

 ３ 投資その他の資産     

  (1) 投資有価証券  204,234 287,626  

  (2) 関係会社株式  1,961,933 1,967,673  

  (3) 従業員長期貸付金  1,796 778  

  (4) 保証金  20,475 47,509  

  (5) 繰延税金資産  44,022 －  

  (6) その他  49,602 107,482  

    貸倒引当金  △30 △1,486  

   投資その他の資産合計  2,282,035 11.7 2,409,583 11.0

   固定資産合計  11,509,322 59.2 13,251,435 60.4

   資産合計  19,440,239 100.0 21,939,609 100.0

      



  

  
第４期

(平成17年９月30日) 
第５期 

(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

 １ 支払手形 ※８  2,745,127 3,799,358  

 ２ 買掛金  819,577 487,211  

 ３ 短期借入金 ※３  815,000 2,060,000  

 ４ 一年以内返済予定の 
   長期借入金 

※３  804,252 873,860  

 ５ 未払金  307,131 112,638  

 ６ 未払費用  284,434 118,927  

 ７ 未払法人税等  300,000 112,000  

 ８ 預り金  18,866 56,220  

  ９  前受収益  1,825 1,825  

 10 役員賞与引当金  ― 48,000  

 11 設備支払手形 ※８  717,787 560,503  

 12 一年以内返済予定の 
   長期設備未払金 

 712,037 506,741  

 13 その他  80,542 99,510  

   流動負債合計  7,606,582 39.1 8,836,795 40.3

Ⅱ 固定負債     

 １ 長期借入金 ※３  1,328,568 2,428,670  

 ２ 長期設備未払金  1,358,090 933,523  

 ３ 繰延税金負債  ― 22,348  

 ４ その他  64,820 64,820  

   固定負債合計  2,751,478 14.2 3,449,362 15.7

   負債合計  10,358,060 53.3 12,286,157 56.0

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※４  3,729,025 19.2 － －

Ⅱ 資本剰余金     

 １ 資本準備金  3,954,716 －  

 ２ その他資本剰余金     

   (1)自己株式処分差益 65 65 － －  

  資本剰余金合計  3,954,782 20.3 － －

Ⅲ 利益剰余金     

 １ 利益準備金  21,500 －  

 ２ 任意積立金     

   (1)別途積立金 550,000 550,000 － －  

 ３ 当期未処分利益  829,924 －  

  利益剰余金合計  1,401,424 7.2 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金  43,955 0.2 － －

Ⅴ 自己株式 ※５  △47,008 △0.2 － －

   資本合計  9,082,178 46.7 － －

   負債及び資本合計  19,440,239 100.0 － －

      



  

  
  
  

    
第４期

(平成17年９月30日) 
第５期 

(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金 ※４   － －   3,729,025 17.0 

２ 資本剰余金               

(1) 資本準備金   －     3,954,716     

(2) その他資本剰余金   －     65     

資本剰余金合計     － －   3,954,782 18.0 

３ 利益剰余金               

(1) 利益準備金   －     21,500     

(2) その他利益剰余金               

別途積立金   －     880,000     

繰越利益剰余金   －     1,029,933     

利益剰余金合計     － －   1,931,433 8.8 

４ 自己株式 ※５   － －   △48,579 △0.2 

株主資本合計     － －   9,566,661 43.6 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価 
  差額金 

    － －   86,790 0.4 

評価・換算差額等合計     － －   86,790 0.4 

純資産合計     － －   9,653,452 44.0 

負債及び純資産合計     － －   21,939,609 100.0 

      



② 【損益計算書】 

  

  
第４期

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

第５期 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     

１ 製品売上高 ※４ 9,819,116 12,441,605    

２ 材料売上高 ※４ 3,417,259 3,586,554    

３ その他売上高 ※1,4 184,404 13,420,780 100.0 185,603 16,213,763 100.0

Ⅱ 売上原価     

１ 期首製品たな卸高 21,000 3,434    

２ 当期製品製造原価 7,870,496 10,325,554    

３ 当期製品仕入高 102,045 38,483    

合計 7,993,541 10,367,473    

４ 期末製品たな卸高 3,434 －    

５ 製品売上原価 7,990,106 10,367,473    

６ 材料売上原価 2,925,344 10,915,451 81.3 3,108,888 13,476,361 83.1

売上総利益  2,505,329 18.7 2,737,401 16.9

      

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3  1,600,971 12.0 1,789,835 11.1

営業利益  904,357 6.7 947,565 5.8

      

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 539 284    

２ 受取配当金 ※４ 135,577 162,863    

３ 不動産賃貸収益 26,201 24,379    

４ 受取技術指導料 ※４ 150,975 180,625    

５ その他 ※４ 74,998 388,291 2.9 52,369 420,522 2.6

      

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 65,877 90,952    

２ 不動産賃貸原価 10,289 10,182    

３ 支払リース料 ― 29,460    

４ その他 16,531 92,698 0.7 633 131,228 0.8

経常利益  1,199,951 8.9 1,236,859 7.6

Ⅵ 特別利益 

※５ 

 

― 30,000 0.2１ 補助金収入 ― ― 30,000

Ⅶ 特別損失  

１ 固定資産除却損 ※６ 34,593 19,781    

２ 会員権評価損 1,649 36,243 0.2 － 19,781 0.1

税引前当期純利益  1,163,707 8.7 1,247,078 7.7

法人税、住民税及び 
事業税 

537,190 349,681    

法人税等調整額 △14,194 522,996 3.9 122,443 472,125 2.9

当期純利益  640,711 4.8 774,952 4.8

前期繰越利益  189,212 －  

当期未処分利益  829,924 －  

      



  
製造原価明細書 

  

原価計算の方法 

個別原価計算によっており、原材料費は実際原価で、その他の費用は予定原価により製品原価の計算を行い、実

際原価と予定原価との差額は期末においてたな卸資産および売上原価に配賦しております。 

  

 (注) 

  

  
第４期

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

第５期 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 4,051,994 50.5 5,321,212 51.2

Ⅱ 労務費 818,380 10.2 1,066,975 10.3

Ⅲ 経費 ※１ 3,158,521 39.3 3,992,542 38.5

当期総製造費用 8,028,895 100.0 10,380,730 100.0

期首仕掛品たな卸高 41,222 167,183  

合計 8,070,118 10,547,914  

期末仕掛品たな卸高 167,183 171,708  

他勘定振替高 ※２ 32,438 50,650  

当期製品製造原価 7,870,496 10,325,554  

     

第４期 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

第５期
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

※１ 製造経費のうち主なものは次のとおりでありま

す。 

減価償却費 1,098,076千円

修繕費 262,798千円

外注加工費 592,235千円

荷造運送費 281,022千円

業務委託費 257,878千円

消耗品費 114,760千円

※１ 製造経費のうち主なものは次のとおりでありま

す。 

減価償却費 2,003,426千円

修繕費 328,921千円

外注加工費 487,041千円

荷造運送費 336,044千円

業務委託費 71,803千円

消耗品費 136,762千円

※２ 他勘定振替高のうち主なものは次のとおりであり

ます。 

プレゼンテーション費 19,091千円

研究開発費 13,346千円

※２ 他勘定振替高のうち主なものは次のとおりであり

ます。 

プレゼンテーション費 5,577千円

研究開発費 45,072千円



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    
第４期

(平成17年12月22日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益   829,924 

Ⅱ 利益処分額     

１ 配当金   193,943   

２ 役員賞与金   51,000   

(うち監査役賞与金)              (3,700)   

３ 任意積立金     

別途積立金   330,000 574,943 

Ⅲ 次期繰越利益   254,981 

      



④ 【株主資本等変動計算書】   

   第５期(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

(単位：千円) 

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成17年９月30日残高 3,729,025 3,954,716 65 3,954,782 

事業年度中の変動額         

 剰余金の配当         

 利益処分による役員賞与         

 別途積立金の積立         

 当期純利益         

 自己株式の取得         

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

        

事業年度中の変動額合計         

平成18年９月30日残高 3,729,025 3,954,716 65 3,954,782 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成17年９月30日残高 21,500 550,000 829,924 1,401,424 △47,008 9,038,223 

事業年度中の変動額             

 剰余金の配当     △193,943 △193,943   △193,943 

 利益処分による役員賞与     △51,000 △51,000   △51,000 

 別途積立金の積立   330,000 △330,000       

 当期純利益     774,952 774,952   774,952 

 自己株式の取得         △1,571 △1,571 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

            

事業年度中の変動額合計   330,000 200,009 530,009 △1,571 528,438 

平成18年９月30日残高 21,500 880,000 1,029,933 1,931,433 △48,579 9,566,661 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成17年９月30日残高 43,955 43,955 9,082,178 

事業年度中の変動額       

 剰余金の配当     △193,943 

 利益処分による役員賞与     △51,000 

 別途積立金の積立       

 当期純利益     774,952 

 自己株式の取得     △1,571 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

42,835 42,835 42,835 

事業年度中の変動額合計 42,835 42,835 571,273 

平成18年９月30日残高 86,790 86,790 9,653,452 



  
重要な会計方針 

  

  

  

  

項目 
第４期

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

第５期 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式 

   総平均法による原価法 

(1) 子会社株式 

同左 

  (2) その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定して

おります。) 

(2) その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は総平均法により算定し

ております。) 

     時価のないもの 

    総平均法による原価法 

   時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ取引により

生じる正味の債権（及び

債務）の評価基準及び評

価方法 

時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法  

(1) 製品・仕掛品 

   個別法による原価法  

(1) 製品・仕掛品 

同左 

  (2) 原材料・貯蔵品 

   大型総合フォトマスク事業 

    月別総平均法による原価法 

   回路検証支援ツール事業 

    先入先出法による原価法 

(2) 原材料・貯蔵品 

   大型総合フォトマスク事業 

同左 

   回路検証支援ツール事業 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

   定率法 

   ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備は

除く)については、定額法を採用

しております。 

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

  

(2) 無形固定資産 

   定額法 

 なお、自社利用ソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を、ま

た、販売用ソフトウェアについて

は、見込販売収益に基づく償却額

と見込販売可能期間(３年)に基づ

く均等配分額とを比較し、いずれ

か大きい額を計上する方法を採用

しております。 

建物 15～50年

機械及び装置 ７～11年

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  
  

  

項目 
第４期

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

第５期 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し回収不能見込額を計上

しております。 

  

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2)      ――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

  

(2) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため支給見込み額に基づき

計上しております。 

  

(会計方針の変更） 

役員賞与については、従来、利益

処分により利益剰余金の減少として

処理しておりましたが、当事業年度

から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17年11

月29日）を適用し、発生した会計期

間の費用として処理しております。 

これにより、営業利益、経常利益

および税引前当期純利益は48,000千

円減少しております。 

  

(3) 退職給付引当金 

同左 

  

（会計方針の変更） 

当事業年度より「『退職給付に係

る会計基準』の一部改正」（企業会

計基準第３号 平成17年３月16日）

及び「『 退職給付に係る会計基

準』の一部改正に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第７号 平

成17年３月16日）を適用しておりま

す。 

なお、当事業年度において、当社

では、年金資産が退職給付債務を上

回っているため、前払年金費用とし

て投資その他の資産の「その他」に

計上しております。 

これにより営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益は56,557千円増

加しております。 

  



  

項目 
第４期

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

第５期 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

  (4) 役員退職慰労引当金 

（追加情報） 

平成16年12月17日の株主総会におい

て、役員退職慰労金制度の廃止および

同総会までの在任期間に係る退職慰労

金を退任時に支給することを決定した

ことに伴い、退職慰労金相当額を固定

負債の「その他」に振り替えておりま

す。 

――― 

６ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

同左 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

   特例処理の要件を満たしている

金利スワップについては特例処理

を行っております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ① ヘッジ手段 

    金利スワップ 

 ② ヘッジ対象 

    変動金利の借入金利息 

(3) ヘッジ方針 

   市場変動相場に伴うリスクの軽

減を目的として利用する方針であ

ります。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ手段及びヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であり、か

つ相場変動またはキャッシュ・フ

ロー変動リスクを完全に相殺する

ものと想定されるため、有効性の

判定は省略しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ① ヘッジ手段  

同左 

 ② ヘッジ対象 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９  その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 



  
会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

  

  

  

第４期 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

第５期
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」 （企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

  

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する注記） 

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は、9,653,452

千円であります。 

第４期 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

第５期
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

（貸借対照表） 

１ 前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示

しておりました「未収消費税等」は、金額的重要性が

増したため、区分掲記しております。なお、前事業年

度における「未収消費税等」は65,035千円でありま

す。 

２ 前事業年度まで流動負債の「その他」に含めて表示

しておりました「設備支払手形」は、金額的重要性が

増したため、区分掲記しております。なお、前事業年

度における「設備支払手形」は65,673千円でありま

す。 

――― 

  

――― 

  

（損益計算書） 

前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表

示しておりました「支払リース料」は、金額的重要性

が増したため、区分掲記しております。なお、前事業

年度における「支払リース料」は9,820千円でありま

す。 

  



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

第４期 
(平成17年９月30日) 

第５期
(平成18年９月30日) 

※１ 関係会社に係る注記 
   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている
関係会社に対するものは次のとおりであります。 
売掛金 924,203千円

※１ 関係会社に係る注記 
   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている
関係会社に対するものは次のとおりであります。 
売掛金 593,787千円

    
※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

  6,420,965千円
※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

  8,397,075千円
    
※３ 担保資産 
   (担保に供している資産) 

   上記( )内は、工場財団を組成している金額であ
ります。 

建物 584,668千円 (584,668千円)
機械及び装置 325,184千円 (325,184千円)
土地 645,351千円 (645,351千円)
計 1,555,204千円 (1,555,204千円)

※３ 担保資産 
   (担保に供している資産) 

   上記( )内は、工場財団を組成している金額であ
ります。 

建物 535,432千円 (535,432千円)
機械及び装置 202,023千円 (202,023千円)
土地 645,351千円 (645,351千円)
計 1,382,807千円 (1,382,807千円)

    
   (担保設定の原因となる債務) 

短期借入金 815,000千円 (815,000千円)
長期借入金 2,132,820千円 (2,132,820千円)

(１年以内返済予定分を804,252千円含む)
計 2,947,820千円 (2,947,820千円)

   (担保設定の原因となる債務) 
短期借入金 2,060,000千円 (2,060,000千円)
長期借入金 3,302,530千円 (3,302,530千円)

(１年以内返済予定分を873,860千円含む)
計 5,362,530千円 (5,362,530千円)

   上記( )内は、担保に供されている工場財団資産
に対応する債務の金額であります。 

   上記( )内は、担保に供されている工場財団資産
に対応する債務の金額であります。 

    
※４ 授権株式数    普通株式 327,600株
   発行済株式総数  普通株式 108,000株

※４         ―――   
    

 

 

    
※５ 自己株式の種類及び数 

普通株式 253.75株
※５         ――― 

     

    
 ６ 偶発債務 
   経営指導念書 

相手先 摘要 金額 
（関係会社） 
頂正科技股份 
有限公司 

  
銀行借入金 

  

  
115,000千円 

  

 ６ 偶発債務 
   経営指導念書 

相手先 摘要 金額 
（関係会社） 
頂正科技股份 
有限公司 

  
銀行借入金 

  

  
200,000千円 

  
債務保証 
相手先 摘要 金額 

（関係会社） 
SKE KOREA 
CO., LTD. 

  
銀行借入金 

  

  
100,000 
千ウォン 

  
７ 配当制限 
   商法施行規則第124条第３号に規定する増加純資
産額 
  43,955千円

  
７          ――― 

 



  

  

(損益計算書関係) 
  

  

第４期 
(平成17年９月30日) 

第５期
(平成18年９月30日) 

※８          ――― 
  

※８ 期末日満期手形の会計処理 
期末日満期手形の会計処理については、手形交換
日をもって決済処理をしております。 

   なお、期末日が金融機関の休日であったため、次
の期末日満期手形が、期末残高に含まれておりま
す。 

   受取手形      9,166千円 
   支払手形    1,036,268千円 

設備支払手形    72,107千円 

第４期 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

第５期
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

※１ 「その他売上高」のうちには、ロイヤリティ収入
183,997千円が含まれております。 

※１ 「その他売上高」のうちには、ロイヤリティ収入
185,603千円が含まれております。 

    
※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は36％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は64％であ
ります。 
役員報酬 141,330千円
役員退職慰労引当金繰入額 3,710千円
従業員給料手当 464,740千円
旅費交通費 99,455千円
支払手数料 258,068千円
研究開発費 201,816千円
減価償却費 52,569千円
貸倒引当金繰入額 7,000千円
雑費 115,614千円

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は37％、一
般管理費に属する費用のおおよその割合は63％であ
ります。 
役員報酬 156,600千円
役員賞与引当金繰入額 48,000千円
従業員給料手当 438,365千円
旅費交通費 118,208千円
支払手数料 357,757千円
研究開発費 253,458千円
減価償却費 42,310千円
貸倒引当金繰入額 7,456千円
雑費 128,708千円
   

    
※３ 研究開発費の総額 
   一般管理費に含まれる研究開発費は、201,816千

円であります。 

※３ 研究開発費の総額 
   一般管理費に含まれる研究開発費は、253,458千
円であります。 

    
※４ 関係会社との取引については次のとおりでありま

す。 
製品売上高 544,821千円
材料売上高 3,417,259千円
その他売上高 183,997千円
受取配当金 133,715千円
受取技術指導料 150,975千円
その他営業外収益 45,050千円

※４ 関係会社との取引については次のとおりでありま
す。 
製品売上高 527,067千円
材料売上高 3,586,554千円
その他売上高 185,603千円
受取配当金 160,498千円
受取技術指導料 178,675千円
その他営業外収益 12,550千円

    
※５         ――― 
  

※５ 特別利益における補助金収入は、久御山事業所の
設備投資に対するものであります。 

  
※６ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま
す。 

建物 30,339千円
機械及び装置 1,318千円
ソフトウェア 1,888千円
その他 1,047千円
合計 34,593千円

※６ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま
す。 
建物 8,063千円
機械及び装置 432千円
その他 11,285千円
合計 19,781千円



(株主資本等変動計算書関係) 

第５期（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
 （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   端株の買取りによる増加   3.9株 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 253.75 3.9 － 257.65 



(リース取引関係) 

  

  

  

次へ 

第４期 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

第５期
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械装置及び 
運搬具 

1,366,300 442,605 923,694

その他 
(工具器具備品) 

3,950 2,830 1,119

合計 1,370,250 445,436 924,813

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

1,823,300 696,741 1,126,558

    

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 256,783千円

１年超 719,606千円

合計 976,390千円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 590,546千円

１年超 638,587千円

合計 1,229,133千円

    

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息

相当額 

支払リース料 262,534千円

減価償却費相当額 230,205千円

支払利息相当額 36,873千円

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息

相当額 

支払リース料 281,748千円

減価償却費相当額 254,135千円

支払利息相当額 34,304千円

    

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

    

 (5) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

同左 

    

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 2,242千円

１年超 1,121千円

合計 3,364千円

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

  

 (減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。 

１年以内 1,121千円

１年超 －千円

合計  1,121千円



(有価証券関係) 

第４期(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

第５期(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

第４期 
(平成17年９月30日) 

第５期
(平成18年９月30日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (1) 流動の部 

   繰延税金資産 

賞与引当金 90,956千円

未払事業税 30,162千円

貸倒引当金 14,997千円

その他 33,352千円

繰延税金資産合計 169,468千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (1) 流動の部 

   繰延税金資産 

賞与引当金 23,922千円

未払事業税 15,354千円

貸倒引当金 17,875千円

その他 27,087千円

繰延税金資産合計 84,239千円

    

 (2) 固定の部 

   繰延税金資産 

役員退職慰労金 21,149千円

減価償却損金算入限度超過額 20,317千円

その他 52,871千円

繰延税金資産合計 94,338千円

 (2) 固定の部 

   繰延税金資産 

役員退職慰労金 21,149千円

減価償却損金算入限度超過額 11,070千円

その他 47,809千円

繰延税金資産合計 80,029千円

    

   繰延税金負債    繰延税金負債 

分割一時差異 20,396千円

その他有価証券評価差額 29,919千円

繰延税金負債合計 50,315千円

繰延税金資産の純額 44,022千円

分割一時差異 20,396千円

その他有価証券評価差額 59,076千円

長期前払年金費用 22,905千円

繰延税金負債合計 102,378千円

繰延税金負債の純額 22,348千円

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％

交際費等永久に損金算入 
されない項目 

0.8％

住民税均等割 0.8％

過年度法人税等 3.4％

その他 △0.6％

税効果適用後の法人税等の負担率 44.9％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％ 

交際費等永久に損金算入
されない項目 

0.8％ 

住民税均等割 0.8％ 

過年度法人税等 △3.2％ 

役員賞与引当金 1.6％ 

税額控除 △1.7％ 

その他 △0.9％ 

税効果適用後の法人税等の負担率 37.9％ 



(１株当たり情報) 

  

  

(注) 算定上の基礎 

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後の１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

  

第４期(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

  該当事項はありません。 

  

第５期(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

  該当事項はありません。 

  

第４期 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

第５期
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１株当たり純資産額 83,818円96銭

１株当たり当期純利益 5,473円05銭

１株当たり純資産額 89,597円56銭

１株当たり当期純利益 7,192円53銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

当社は平成16年11月19日付で普通株式１株につき３株

の株式分割を行っております。当該株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の前事業年度における１株当た

り情報については、以下のとおりであります。 

  

１株当たり純資産額           79,384円75銭 

１株当たり当期純利益                3,713円15銭 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
第４期

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

第５期 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１株当たり当期純利益   

当期純利益(千円) 640,711 774,952 

普通株主に帰属しない金額(千円) 51,000 － 

 (うち利益処分による役員賞与金) (千円) (51,000) (－) 

普通株式に係る当期純利益(千円) 589,711 774,952 

普通株式の期中平均株式数(株) 107,748 107,744 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

(投資有価証券)   

その他有価証券   

大日本スクリーン製造㈱ 187,000 200,838 

㈱島津製作所 26,000 
  

23,634 

㈱三菱UFJ 
フィナンシャル・グループ 

11 16,720 

㈱みずほ 
フィナンシャルグループ 

15 13,740 

住友信託銀行㈱ 10,000 12,360 

㈱ジーダット 30 11,400 

㈱京都銀行 6,000 7,164 

㈱りそなホールディングス 5 1,770 

計 229,061 287,626 



【有形固定資産等明細表】 

  

（注）当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額のその他は洗替による戻入額 37,030千円であります。 

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額(千
円) 

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産      

 建物 4,030,487 419,539 23,382 4,426,644 1,826,328 264,029 2,600,316

 構築物 70,848 11,189 4,920 77,118 25,166 8,820 51,951

 機械及び装置 9,423,993 3,963,481 7,650 13,379,824 6,357,577 1,687,905 7,022,247

 車両運搬具 2,980 － － 2,980 2,831 － 149

 工具器具備品 275,181 84,831 20,818 339,194 185,172 52,343 154,021

 土地 904,751 － － 904,751 － － 904,751

 建設仮勘定 845,820 14,641 845,820 14,641 － － 14,641

有形固定資産計 15,554,063 4,493,682 902,591 19,145,154 8,397,075 2,013,099 10,748,078

無形固定資産      

 ソフトウェア 493,524 40,887 － 534,411 440,638 41,303 93,772

無形固定資産計 493,524 40,887 － 534,411 440,638 41,303 93,772

建物 本社ビル改修及び改装 24,931千円

建物 久御山事業所工場改修 93,039千円

機械及び装置 久御山事業所工場設備 3,085,292千円

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 37,030 44,486 － 37,030 44,486

役員賞与引当金 － 48,000 － － 48,000



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

区分 金額(千円)

現金 3,798

預金の種類  

当座預金 851,538

普通預金 1,068

定期預金 300,000

その他 6,411

計 1,162,817

相手先 金額(千円)

アンデス電気㈱ 37,401

TPOディスプレイジャパン㈱ 9,660

㈱ブイテクノロジー 7,770

甲府カシオ㈱ 5,034

ソキア㈱ 4,410

その他 21,173

合計 85,449

期日別 金額(千円)

 平成18年 9月 9,166

  〃  10月 22,341

  〃  11月 20,044

 〃  12月 23,378

平成19年 1月 10,518

合計 85,449



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)売掛金滞留状況 

  

(注) 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

  

ニ 原材料 

  

  

ホ 仕掛品 

  

  

相手先 金額(千円)

シャープ㈱ 1,726,478

頂正科技股份有限公司 593,787

東レ㈱ 530,460

日本サムスン㈱ 459,248

三洋エプソンイメージングデバイス㈱ 432,782

その他 1,241,017

合計 4,983,774

期首残高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

次期繰越高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
 (Ａ)＋(Ｄ)  
  ２   
  (Ｂ)   
  365   

4,317,901 17,266,652 16,600,779 4,983,774 76.9 98.3

品目 金額(千円)

ガラス素材 1,691,666

ペリクル・フィルム 125,239

Ａｃｃｖｅｒｉｎｏｓ (電子部品) 10,936

合計 1,827,843

品目 金額(千円)

フォトマスク 149,431

検証ボード他 22,277

合計 171,708



へ 貯蔵品 

  

  

ト 関係会社株式 

  

  

品目 金額(千円)

フォトマスクケース、レジスト他 92,083

合計 92,083

会社名 金額(千円)

頂正科技股份有限公司 1,961,933

ＳＫＥ ＫＯＲＥＡ ＣＯ.,ＬＴＤ. 5,740

合計 1,967,673



ｂ 負債の部 

イ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

ロ 買掛金 

  

相手先 金額(千円)

信越化学工業㈱ 1,797,756

㈱大興製作所 645,905

旭化成エレクトロニクス㈱ 491,278

東京特殊硝子㈱ 360,143

クリーンサアフェイス技術㈱ 144,749

その他 359,525

合計 3,799,358

期日別 金額(千円)

平成18年 9月 
  
〃  10月 

1,036,168
  

829,361 

  〃  11月 670,086

  〃  12月 642,078

平成19年１月 621,664

合計 3,799,358

相手先 金額(千円)

㈱大興製作所 172,995

東京特殊硝子㈱ 86,532

信越化学工業㈱ 84,935

㈱旭化成エレクトロニクス 76,837

クリーンサアフェイス技術㈱ 15,439

その他 50,473

合計 487,211



ハ 短期借入金 

  

  

ニ 長期借入金 

  

  

(注) ( )内の金額は長期借入金のうち貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に返済予定の金額で流動負債の「一年以内返済

予定の長期借入金」として表示しております。 

  

ホ 長期設備未払金 

  

  

(注) ( )内の金額は長期設備未払金のうち貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に返済予定の金額で流動負債の「一年以内

返済予定の長期設備未払金」として表示しております。 

相手先 金額(千円)

㈱京都銀行 845,000

㈱みずほ銀行 620,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 320,000

住友信託銀行㈱ 185,000

㈱りそな銀行 90,000

合計 2,060,000

相手先 金額(千円)

㈱京都銀行 1,031,200(265,800)

㈱みずほ銀行 775,900(199,200)

日本生命保険相互会社 535,750(142,800)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 485,018(132,852)

住友信託銀行㈱ 296,900( 82,800)

㈱りそな銀行 177,762( 50,408)

合計 3,302,530(873,860)

相手先 金額(千円)

京銀リースキャピタル㈱ 1,019,984(269,672)

住信リース㈱ 152,137( 60,675)

ニッセイリース㈱ 145,845( 54,095)

興銀リース㈱ 112,845(112,845)

ダイヤモンドリース㈱ 9,453( 9,453)

合計 1,440,265(506,741)



へ 設備支払手形相手先別内訳 

  

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円)

レーザーテック㈱ 250,000

㈱テックスイージー 133,450

日立プラント建設㈱ 83,617

タキモト㈱ 33,000

デザインアート㈱ 24,797

その他 35,637

合計 560,503



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) １ 当社は、会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第86条第1項により「端株原簿」を作成しております。 

２ 端株主は、当社定款の定めにより、剰余金の配当を受ける権利有しております。また、取締役会の決議により、株主に新

株、転換社債および新株引受権付社債の引受権を付与した場合は、端株主にもその権利を付与いたします。 

  

  

  

  

  

  

  

決算期 ９月30日

定時株主総会 12月中 

基準日 ９月30日

株券の種類 １株券 10株券 

中間配当基準日 ３月31日

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

端株の買取および買増   

  取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

  買取および 
  買増手数料 

株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告方法 

当社公告は電子公告により行います。ただし、やむを得ない事由により電子公告する
ことができない場合は、日本経済新聞に掲載します。 

 (電子公告掲載ホームページアドレス  http://www.sk-el.co.jp/top.html) 

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当該事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第４期) 

自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日 

 
平成17年12月22日 
近畿財務局長に提出 

        

(2) 半期報告書 (第５期中)
自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日 

 

平成18年６月20日 
近畿財務局長に提出 

          

(3) 半期報告書の訂正報告書 
上記(2)の半期報告書に係る訂正 
報告書 

平成18年７月19日 
近畿財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

株式会社エスケーエレクトロニクス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社エスケ

ーエレクトロニクスの平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エスケ

ーエレクトロニクス及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 水 野 訓 康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 深 井 和 巳 

      



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年12月22日

株式会社エスケーエレクトロニクス 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社エスケーエレクトロニクスの平成17年10月１日から平成18年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細

表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社エスケーエレクトロニクス及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  牧     美 喜 男  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  山  本  雅  春  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

株式会社エスケーエレクトロニクス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社エスケ

ーエレクトロニクスの平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの第４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エスケーエ

レクトロニクスの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 水 野 訓 康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 深 井 和 巳 

      



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年12月22日

株式会社エスケーエレクトロニクス 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社エスケーエレクトロニクスの平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第５期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社エスケーエレクトロニクスの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  牧     美 喜 男  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  山  本  雅  春  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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